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承認第１号 

   令和７年度南アルプス市一般会計補正予算（第６号）の専決処分につき

承認を求めることについて 

 

 緊急執行を要したため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条

第１項の規定により別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により

これを報告し、承認を求める。 

  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   

 

専決処分理由 

 衆議院解散に伴い令和８年２月８日に執行された第５１回衆議院議員総選挙

に要する経費について、緊急を要するため令和８年１月２３日専決処分したも

のである。 
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専 決 処 分 書 

 
令和７年度南アルプス市一般会計補正予算（第６号）について、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専

決処分する。 
  令和８年１月２３日 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
 
理由 
 緊急に補正予算の必要が生じたため 
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令和７年度南アルプス市一般会計補正予算（第６号） 

 

令和７年度南アルプス市一般会計の補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４３，０２０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ４５，９８９，５９４千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

令和８年 １月２３日 専 決  

 

南アルプス市長  金 丸 一 元  
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15 2,839,144 42,839 2,881,983

3 県委託金 237,976 42,839 280,815

18 3,265,200 181 3,265,381

1 基金繰入金 3,224,943 181 3,225,124

45,946,574 43,020 45,989,594

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

県支出金

繰入金

歳　　入　　合　　計

2 6,672,927 43,020 6,715,947

4 選挙費 48,724 43,020 91,744

45,946,574 43,020 45,989,594

歳　　出

総務費

歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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１　総　　括

（歳　　入）

15 県支出金 2,839,144 42,839 2,881,983

18 繰入金 3,265,200 181 3,265,381

45,946,574 43,020 45,989,594歳　　入　　合　　計

 千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円
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（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

2 総務費 6,672,927 43,020 6,715,947 42,839 181

45,946,574 43,020 45,989,594 42,839 0 0 181歳　　出　　合　　計

款 計

 千円

補正前の額

 千円  千円

補　正　額

 千円

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円  千円  千円
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　１５款　県支出金　１８款　繰入金

3,224,943 181 3,225,124計

財政調整基金繰入金 1811 3,224,943 181 3,225,124基金繰入金 1811 基金繰入金

１８款　繰入金 181千円

　１項　基金繰入金 181千円

237,976 42,839 280,815計

衆議院総選挙啓発推進委託金 100

衆議院議員選挙委託金 42,7391 199,302 42,839 242,141総務費県委託金 42,8394 選挙費委託金

２　　歳    入

節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

目 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円

42,839千円

42,839千円

 千円

１５款　県支出金

　３項　県委託金
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　　２款　総務費

計 43,02048,724 91,744 18142,839 00

17 406備品購入費

借料

13 1,237使用料及び賃

12 9,055委託料

11 8,660役務費

10 4,340需用費

8 39旅費

7 200報償費

42,839
3 13,532職員手当等

選挙費 県支出金

1 5,551報酬 衆議院議員選挙費 43,02043,02043,0203 衆議院議員 0 18142,839

 千円  千円 千円 千円  千円

３　　歳    出

　２款　総務費

　４項　選挙費 43,020千円

43,020千円

 千円

節補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源目 補正前の額

 千円

補正額

地方債

計
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円  千円
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一　般　職 一般会計

総　括

（単位:千円）

人

人

人

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位:千円）

人

人

人

　イ　会計年度任用職員 （単位:千円）

人

人

人

7,300 31,000 64,091 821,335

7,300 31,000 64,091 546,071

0 0

0比　較 0 0 0 0 0

513,916

補正前 3,038 3,888 768 275,264 230,958 513,916

補正後 3,038 3,888 768 275,264 230,958
職員手当の

内訳

区    分 地域手当 通勤手当 時間外手当 期末手当 勤勉手当 計

2,304,344

比　較 10 2,182 0 0 2,182 0 2,182

302,113 2,306,526

補正前 806 1,343,585 144,730 513,916 2,002,231 302,113

職員手当 計

補正後 816 1,345,767 144,730 513,916 2,004,413

0 0

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計 備  考
報  酬 給  料

450,633 299,139 1,791,876

0 0 0 0 0 0

1,800

計

1,800 7,300 31,000 64,091 546,071 450,633 299,139 1,791,876

0 0

管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手当

休日勤務
手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当

組合負担金

比　較 0 0 0

5,661 216,646

補正前 62,253 49,355 30,138 26,054 0 5,661 216,646

補正後 62,253 49,355 30,138 26,054 0
職員手当の

内訳

区    分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外手当

4,910,892

比　較 0 － 0 0 0 0 0

779,569 4,910,892

補正前 589 － 2,339,447 1,791,876 4,131,323 779,569

職員手当 計

補正後 589 － 2,339,447 1,791,876 4,131,323

0 0

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計 備  考
報  酬 給  料

681,591 299,139 2,305,792

0 0 0 0 0 0

1,800

計

1,800 7,300 31,000 64,091 821,335 681,591 299,139 2,305,792

0 0

管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手当

休日勤務
手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当

組合負担金

比　較 0 0 0 0 0

5,66162,253 52,393 30,138 29,942 217,414

補正前 62,253 52,393 30,138 29,942 0 5,661 217,414

補正後 0
職員手当の

内訳

区    分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
時間外手当

7,215,236

比　較 10 2,182 0 0 2,182 0 2,182

1,081,682 7,217,418

1,081,682補正前 1,395 1,343,585 2,484,177 2,305,792 6,133,554

給  料 職員手当 計

1,405 1,345,767 2,484,177 2,305,792 6,135,736

給　　与　　費　　明　　細　　書

区  分 職員数
給          与          費

共済費 合  計

補正後

備  考
報  酬

1,735

0

宿日直手当

1,735

1,735

0

宿日直手当

1,735
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 議案第３号 
   南アルプス市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例の制

定について 
 

 南アルプス市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例を次のよ

うに定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例 
 
目次 
第１章 総則（第１条―第３条） 
第２章 特定乳児等通園支援事業者の運営に関する基準 
第１節 利用定員に関する基準（第４条） 
第２節 運営に関する基準（第５条―第３３条） 

第３章 雑則（第３４条） 
附則 

第１章 総則 
（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」

という。）第５４条の３において準用する法第４６条第３項の規定に基づき、特

定乳児等通園支援を行う事業（以下「特定乳児等通園支援事業」という。）の運

営に関する基準を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 
（１）特定乳児等通園支援 法第３０条の２０第１項に規定する特定乳児等通園支

援をいう。 
（２）特定乳児等通園支援事業者 法第５４条の３に規定する特定乳児等通園支援

事業者をいう。 
（３）支給対象小学校就学前子ども 法第３０条の１４に規定する支給対象小学校

就学前子どもをいう。 
（４）特定教育・保育施設等 法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設及

び法第２９条第１項に規定する特定地域型保育事業者をいう。 
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（５）地域子ども・子育て支援事業 法第５９条に規定する地域子ども・子育て支

援事業をいう。 
（６）乳児等支援給付認定子ども 法第３０条の１６に規定する乳児等支援給付認

定子どもをいう。 
（７）乳児等支援給付認定保護者 法第３０条の１５第３項に規定する乳児等支援

給付認定保護者をいう。 
（８）教育・保育等 法第５６条第１項に規定する教育・保育等をいう。 
（９）特定教育・保育 法第２７条第１項に規定する特定教育・保育をいう。 
（１０）特定地域型保育 法第２９条第１項に規定する特定地域型保育をいう。 
（１１）法定代理受領 法第３０条の２０第５項（法第３０条の２１第３項におい

て準用する場合を含む。）の規定により市町村が支払う特定乳児等通園支援に

要した費用の額の一部を、乳児等支援給付認定保護者に代わり特定乳児等通園

支援事業者が受領することをいう。 
（１２）特定乳児等通園支援費用基準額 法第３０条の２０第３項に規定する額を

いう。 
（１３）乳児等通園支援事業 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の

３第２３項に規定する乳児等通園支援事業をいう。 
（１４）利用者支援事業 法第５９条第１号に規定する事業をいう。 
（一般原則） 

第３条 特定乳児等通園支援事業者は、良質かつ適切であり、かつ、子どもの保護

者の経済的負担の軽減について適切に配慮された内容及び水準の特定乳児等通

園支援の提供を行うことにより、全ての子どもが健やかに成長するために適切な

環境が等しく確保されることを目指さなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を利用する支

給対象小学校就学前子どもの意思及び人格を尊重して、常に当該支給対象小学校

就学前子どもの立場に立って特定乳児等通園支援を提供するように努めなけれ

ばならない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行

い、都道府県、市町村、特定教育・保育施設等、他の特定乳児等通園支援事業者、

地域子ども・子育て支援事業を行う者、児童福祉施設その他の保健医療サービス

又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 
４ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を利用する支

給対象小学校就学前子どもの人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置す

る等必要な体制の整備を行うとともに、特定乳児等通園支援事業者が特定乳児等

通園支援事業を行う事業所（以下「特定乳児等通園支援事業所」という。）の職
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員に対し、研修の実施その他の措置を講ずるよう努めなければならない。 
第２章 特定乳児等通園支援事業者の運営に関する基準 
第１節 利用定員に関する基準 

第４条 特定乳児等通園支援事業者は、１時間当たりの利用定員（法第５４条の２

第１項の確認において定めるものに限る。次項において同じ。）を定めるものと

する。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもが当該特定乳児等通

園支援事業者が提供する特定乳児等通園支援を利用する時間数、特定乳児等通園

支援事業所が開所する日数及び時間その他の事情を考慮して１月当たりの利用

定員を定めるものとする。 
第２節 運営に関する基準 

（面談） 
第５条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに係る特定乳児

等通園支援の利用の申込みを受けた後、当該乳児等支援給付認定子どもに対して

最初に特定乳児等通園支援を提供しようとするときに、当該乳児等支援給付認定

子ども及びその保護者の心身の状況及び当該乳児等支援給付認定子どもの養育

環境を把握するための当該保護者との面談（映像及び音声の送受信により相手の

状態を相互に認識しながらする通話を含む。）を行わなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の面談を行うに当たっては、あらかじめ、

第２０条に規定する運営規程の概要、職員の勤務の体制、第１３条の規定により

当該特定乳児等通園支援事業者が支払を受ける費用に関する事項その他の提供

する特定乳児等通園支援に関する重要事項を記載した文書を交付しなければな

らない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、第１項の面談において、前項の重要事項を説明

し、当該申込みに係る特定乳児等通園支援の提供について保護者の同意を得なけ

ればならない。 
（正当な理由のない提供拒否の禁止） 

第６条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定保護者から利用の申込

みを受けたときは、正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 
（あっせん及び要請に対する協力） 

第７条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援の利用に

ついて法第５４条の３において準用する法第５４条第１項の規定により市町村

が行うあっせん及び要請に対し、できる限り協力しなければならない。 
（乳児等支援支給認定証に記載された事項の確認） 

第８条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに係る特定乳児
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等通園支援の利用の申込みを受けた後、当該乳児等支援給付認定子どもに対して

最初に特定乳児等通園支援を提供するに際し、乳児等支援給付認定保護者から法

第３０条の１５第３項に規定する乳児等支援支給認定証の提示を受けたときは、

子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第２８条の２４

各号に掲げる事項を確認するものとする。 
（乳児等支援給付認定の申請に係る援助） 

第９条 特定乳児等通園支援事業者は、法第３０条の１５第１項の認定（以下この

条において「乳児等支援給付認定」という。）を受けていない保護者から利用の

申込みがあった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに乳児等支援給付認

定の申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 
（心身の状況等の把握） 

第１０条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援の提供に当たっては、

乳児等支援給付認定子ども及びその保護者の心身の状況、当該乳児等支援給付認

定子どもの養育環境、他の特定乳児等通園支援事業者が提供する特定乳児等通園

支援の利用状況その他の教育・保育等の利用の状況の把握に努めなければならな

い。 
（特定教育・保育施設等との連携） 

第１１条 特定乳児等通園支援事業者は、特定教育・保育施設等において継続的に

提供される特定教育・保育及び特定地域型保育との円滑な接続に資するよう、乳

児等支援給付認定子どもに係る情報の提供その他特定教育・保育施設等との密接

な連携に努めなければならない。 
（特定乳児等通園支援の提供の記録） 

第１２条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援を提供した際は、提

供した日時、時間、内容その他必要な事項を記録しなければならない。 
（支払） 

第１３条 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領を受けないときは、乳児等

支援給付認定保護者から、当該特定乳児等通園支援に係る特定乳児等通園支援費

用基準額の支払を受けるものとする。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の支払を受ける額のほか、特定乳児等通園

支援の提供に当たって、当該特定乳児等通園支援の質の確保及び向上を図る上で

必要であると認められる対価について、当該特定乳児等通園支援に要する費用と

して見込まれるものの額と特定乳児等通園支援費用基準額との差額に相当する

金額の範囲内で設定する額の支払を乳児等支援給付認定保護者から受けること

ができる。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、前２項の支払を受ける額のほか、特定乳児等通
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園支援において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支払

を乳児等支援給付認定保護者から受けることができる。 
（１）日用品、文房具その他の特定乳児等通園支援に必要な物品の購入に要する費

用 
（２）特定乳児等通園支援に係る行事への参加に要する費用 
（３）食事の提供に要する費用 
（４）特定乳児等通園支援事業所に通う際に提供される便宜に要する費用 
（５）前各号に掲げるもののほか、特定乳児等通園支援において提供される便宜に

要する費用のうち、特定乳児等通園支援の利用において通常必要とされるもの

に係る費用であって、乳児等支援給付認定保護者に負担させることが適当と認

められるもの 
４ 特定乳児等通園支援事業者は、前３項の費用の額の支払を受けた場合は、当該

費用の額を支払った乳児等支援給付認定保護者に対し、当該費用に係る領収証を

交付しなければならない。 
５ 特定乳児等通園支援事業者は、第２項及び第３項の金銭の支払を求める際は、

あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに乳児等支援給付認定保護者に金銭の支

払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、乳児等支援給付認

定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なければならない。ただし、

同項の規定による金銭の支払に係る同意については、文書によることを要しない。 
（乳児等支援給付費の額に係る通知等） 

第１４条 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領により特定乳児等通園支援

に係る乳児等支援給付費の支給を受けた場合は、乳児等支援給付認定保護者に対

し、当該乳児等支援給付認定保護者に係る乳児等支援給付費の額を通知しなけれ

ばならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、法定代理受領を行わない特定乳児等通園支援に

係る費用の額の支払を受けた場合は、その提供した特定乳児等通園支援の内容、

利用時間、費用の額その他必要と認められる事項を記載した特定乳児等通園支援

提供証明書を乳児等支援給付認定保護者に対して交付しなければならない。 
（特定乳児等通園支援の取扱方針） 

第１５条 特定乳児等通園支援事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基

準（昭和２３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育

の内容について内閣総理大臣が定める指針に準じ、乳児等通園支援事業の特性に

留意して、支給対象小学校就学前子ども及びその保護者の心身の状況等に応じて、

特定乳児等通園支援の提供を適切に行わなければならない。 
（特定乳児等通園支援に関する評価等） 
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第１６条 特定乳児等通園支援事業者は、自らその提供する特定乳児等通園支援の

質の評価を行い、常にその改善を図るよう努めなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、その結

果を公表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 
（相談及び援助） 

第１７条 特定乳児等通園支援事業者は、常に乳児等支援給付認定子ども及びその

保護者の心身の状況並びに当該乳児等支援給付認定子どもの養育環境の的確な

把握に努め、当該乳児等支援給付認定子ども及びその保護者からの相談に適切に

応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 
（緊急時等の対応） 

第１８条 特定乳児等通園支援事業所の職員は、現に特定乳児等通園支援の提供を

行っているときに乳児等支援給付認定子どもに体調の急変が生じた場合その他

必要な場合は、速やかに当該乳児等支援給付認定子どもの保護者又は医療機関へ

の連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 
（乳児等支援給付認定保護者に関する市町村への通知） 

第１９条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援を受けている乳児等

支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護者が偽りその他不正な行為

によって乳児等支援給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、

意見を付してその旨を当該乳児等支援給付費の支給に係る市町村に通知しなけ

ればならない。 
（運営規程） 

第２０条 特定乳児等通園支援事業者は、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）を定めておかなけれ

ばならない。 
（１）特定乳児等通園支援事業の目的及び運営の方針 
（２）その提供する特定乳児等通園支援の内容 
（３）職員の職種、員数及び職務の内容 
（４）特定乳児等通園支援の提供を行う日及び時間並びに特定乳児通園支援の提供

を行わない日 
（５）第１３条の規定により乳児等支援給付認定保護者から支払を受ける費用の種

類、支払を求める理由及びその額 
（６）第４条第１項の規定により定める１時間当たりの利用定員 
（７）特定乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する事項その他の利用に

当たっての留意事項 
（８）緊急時等における対応方法 
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（９）非常災害対策 
（１０）虐待の防止のための措置に関する事項 
（１１）その他特定乳児等通園支援事業の運営に関する重要事項 
（勤務体制の確保等） 

第２１条 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対し、適切

な特定乳児等通園支援を提供することができるよう、特定乳児等通園支援事業所

ごとに職員の勤務の体制を定めておかなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所ごとに、当該特定乳

児等通園支援事業所の職員によって特定乳児等通園支援を提供しなければなら

ない。ただし、特定乳児等通園支援の提供に直接影響を及ぼさない業務について

は、この限りでない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員の資質の向上

のために、その研修の機会を確保しなければならない。 
（利用定員の遵守） 

第２２条 特定乳児等通園支援事業者は、第４条第１項の規定により定める１時間

当たりの利用定員を超えて特定乳児等通園支援の提供を行ってはならない。 
（掲示等） 

第２３条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の見やすい場

所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、第１３条の規定により乳児等支援給

付認定保護者から支払を受ける費用の額その他の利用の申込みをした者の特定

乳児等通園支援事業所の選択に資すると認められる重要事項を掲示するととも

に、電気通信回線に接続して行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されるこ

とを目的として公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送又は

有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しなければならない。 
（乳児等支援給付認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第２４条 特定乳児等通園支援事業所においては、乳児等支援給付認定子どもの国

籍、信条、社会的身分又は第１３条の規定による支払の状況によって、差別的取

扱いをしてはならない。 
（虐待等の禁止） 

第２５条 特定乳児等通園支援事業所の職員は、乳児等支援給付認定子どもに対し、

児童福祉法第３３条の１０第１項各号に掲げる行為その他当該乳児等支援給付

認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 
（秘密保持等） 

第２６条 特定乳児等通園支援事業所の職員及び管理者は、正当な理由がなく、そ

の業務上知り得た乳児等支援給付認定子ども又はその家族の秘密を漏らしては
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ならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た乳児等支援給付認定子ども又はその家族

の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、特定教育・保育施設等、他の特定乳児等通園支

援事業者、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関に対して、乳児等

支援給付認定子どもに関する情報を提供する際には、あらかじめ文書により当該

乳児等支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護者の同意を得ておか

なければならない。 
（情報の提供等） 

第２７条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供する特定乳児等通園支援を利用

しようとする乳児等支援給付認定子どもに係る乳児等支援給付認定保護者が、そ

の希望を踏まえて適切に特定乳児等通園支援事業者を選択することができるよ

うに、その提供する特定乳児等通園支援の内容に関する情報の提供を行うよう努

めなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、当該特定乳児等通園支援事業者について広告を

する場合において、その内容を虚偽のもの又は誇大なものとしてはならない。 
（利益供与等の禁止） 

第２８条 特定乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業その他の地域子ども・子

育て支援事業を行う者（次項において「利用者支援事業者等」という。）、教育・

保育施設、地域型保育を行う事業者（次項において「地域型保育事業者」という。）

若しくは乳児等通園支援を行う事業者（次項において「乳児等通園支援事業者」

という。）又はその職員に対し、支給対象小学校就学前子ども又はその家族に対

して当該特定乳児等通園支援事業者を紹介することの対償として、金品その他の

財産上の利益を供与してはならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、利用者支援事業者等、教育・保育施設、地域型

保育事業者若しくは乳児等通園支援事業者又はその職員から、支給対象小学校就

学前子ども又はその家族を紹介することの対償として、金品その他の財産上の利

益を収受してはならない。 
（苦情解決） 

第２９条 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に関す

る乳児等支援給付認定子ども又は乳児等支援給付認定保護者その他の当該乳児

等支援給付認定子どもの家族（以下この条において「乳児等支援給付認定子ども

等」という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける

ための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければならない。 
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２ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の

内容その他の事項を記録しなければならない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に関する乳児

等支援給付認定子ども等からの苦情に関して市町村が実施する事業に協力する

よう努めなければならない。 
４ 特定乳児等通園支援事業者は、その提供した特定乳児等通園支援に関し、法第

３０条の１３において準用する法第１４条第１項の規定により市町村が行う報

告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該市町村の

職員からの質問若しくは特定乳児等通園支援事業所の設備若しくは帳簿書類そ

の他の物件の検査に応じ、及び乳児等支援給付認定子ども等からの苦情に関して

市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、

当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 
５ 特定乳児等通園支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改

善の内容を当該市町村に報告しなければならない。 
（地域との連携等） 

第３０条 特定乳児等通園支援事業者は、その運営に当たっては、地域住民又はそ

の自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければな

らない。 
（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第３１条 特定乳児等通園支援事業者は、事故の発生又はその再発を防止するため、

次に定める措置を講じなければならない。 
（１）事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故

発生の防止のための指針を整備すること。 
（２）事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該

事実が報告され、その分析を通じた改善策を職員に周知徹底する体制を整備す

ること。 
（３）事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳児等

通園支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに市町村及び当該乳児等支

援給付認定子どもの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければな

らない。 
３ 特定乳児等通園支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置

について記録しなければならない。 
４ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳児等

通園支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行
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わなければならない。 
（会計の区分） 

第３２条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業の会計をその他

の事業の会計と区分しなければならない。 
（記録の整備等） 

第３３条 特定乳児等通園支援事業者は、特定乳児等通園支援事業所の職員、設備

及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、乳児等支援給付認定子どもに対する特定乳児等

通園支援の提供に関する次に掲げる記録等を整備し、その完結の日から５年間保

存しなければならない。 
（１）第１５条に定めるものに基づく特定乳児等通園支援の提供に当たっての計画 
（２）第１２条の規定による特定乳児等通園支援の提供の記録 
（３）第１９条の規定による市町村への通知に係る記録 
（４）第２９条第２項に規定する苦情の内容等の記録 
（５）第３１条第３項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 
第３章 雑則 

（電磁的記録等） 
第３４条 特定乳児等通園支援事業者は、記録、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄本、

正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）により行

うことが規定されているものについては、当該書面等に代えて、当該書面等に係

る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下この条において同じ。）により行うことができる。 
２ 特定乳児等通園支援事業者は、この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書面等

の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、乳児等支援給付認定保

護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）を電子情報処理組織（特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電

子計算機と、乳児等支援給付認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条において同じ。）を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この

条において「電磁的方法」という。）により提供することができる。この場合に
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おいて、当該特定乳児等通園支援事業者は、当該書面等を交付し、又は提出した

ものとみなす。 
（１）電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電子計算機と乳児等支援給付認

定保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信

し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 
イ 特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ

ルに記録された記載事項を電気通信回線を通じて乳児等支援給付認定保護

者の閲覧に供し、乳児等支援給付認定保護者の使用に係る電子計算機に備え

られた当該乳児等支援給付認定保護者のファイルに当該記載事項を記録す

る方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をす

る場合にあっては、特定乳児等通園支援事業者の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルにその旨を記録する方法） 
（２）電磁的記録媒体（電磁的記録に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファ

イルに記載事項を記録したものを交付する方法 
３ 前項各号に掲げる方法は、乳児等支援給付認定保護者がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 
４ 特定乳児等通園支援事業者は、第２項の規定により記載事項を提供しようとす

るときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する乳児等支援給付認定保護者に対

し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方

法による承諾を得なければならない。 
（１）第２項各号に規定する方法のうち特定乳児等通園支援事業者が使用するもの 
（２）ファイルへの記録の方式 
５ 前項の規定による承諾を得た特定乳児等通園支援事業者は、当該乳児等支援給

付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受けない

旨の申出があったときは、当該乳児等支援給付認定保護者に対し、第２項に規定

する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当該乳児等

支援給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 
６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意の取得

について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は提出」とあ

り、及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載事項」という。）」

とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるのは「第６項において準

用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」と、「書面等を交付し、又は

提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」と、同項第１号イ中「記載事

項」とあるのは「同意に関する事項」と、「提供を受ける」とあるのは「同意を
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行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」と、同項第２号中「記載事項」

とあるのは「同意に関する事項」と、「交付する」とあるのは「得る」と、第３

項中「前項各号」とあるのは「第６項において準用する前項各号」と、第４項中

「第２項の」とあるのは「第６項において準用する第２項の」と、「記載事項を

提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を提供する」とあるの

は「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号」とあるのは「第６項

において準用する第２項各号」と、前項中「前項」とあるのは「次項において準

用する前項」と、「提供を受けない」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項

に規定する記載事項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同

意の取得」と読み替えるものとする。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第９５号）の施

行に伴い、乳児等のための支援給付に係る実施基準を定める必要があるため、本条

例を制定したいので、この案を提出するものである。 
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 議案第４号 
   南アルプス市上下水道委員会条例の制定について 

 
 南アルプス市上下水道委員会条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市上下水道委員会条例 
 
（設置） 

第１条 南アルプス市の水道事業、公共下水道事業及び農業集落排水事業（以下こ

れらを「上下水道事業」という。）の適正かつ効率的な運営に資するため、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、南ア

ルプス市上下水道委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、及び

答申する。 
（１）水道料金に関する事項 
（２）公共下水道使用料及び受益者負担金に関する事項 
（３）農業集落排水使用料に関する事項 
２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、上下水道事業の運営に関し必要な事項に

ついて協議し、市長に意見を述べることができる。 
（組織） 

第３条 委員会は、委員１８人以内をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
（１）学識経験者  
（２）上下水道事業の使用者 
（３）市内の公共的団体の代表者 
（任期） 

第４条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 
３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
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４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 
（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 
３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 
４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その説

明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、上下水道局において処理する。 
（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 （南アルプス市公共下水道事業審議会条例及び南アルプス市水道委員会条例の廃

止） 
２ 次に掲げる条例は、廃止する。 
（１）南アルプス市公共下水道事業審議会条例（平成１５年南アルプス市条例第２

１５号） 
（２）南アルプス市水道委員会条例（平成２６年南アルプス市条例第１１号） 
 （準備行為） 
３ 第３条第２項の規定による委員の委嘱に関し必要な行為は、この条例の施行の

日前においても、同項の規定の例により行うことができる。 
 （招集の特例） 
４ この条例による最初の会議及び任期満了後における最初の会議は、第６条第１

項の規定にかかわらず、市長が招集する。 
 
 
提案理由  
行政改革の観点から、南アルプス市水道委員会及び南アルプス市公共下水道事業

-28-



審議会を統合し、新たに上下水道事業の適正な運営を諮る附属機関として設置する

ため、本条例を制定したいので、この案を提出するものである。 
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 議案第５号 
   南アルプス市行政手続条例の一部改正について 

 
 南アルプス市行政手続条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市行政手続条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市行政手続条例（平成１５年南アルプス市条例第１１号）の一部を次

のように改正する。 
 
第１５条第３項中「その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当

該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨を

当該行政庁の事務所の掲示場に掲示すること」を「公示の方法」に改め、同項後段

を削り、同条に次の１項を加える。 
４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、第

１項第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項

を記載した書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公示事項」

という。）を規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状

態に置くとともに、公示事項が記載された書面を南アルプス市公告式条例（平成

１５年南アルプス市条例第３号）第２条に規定する掲示場に掲示し、又は公示事

項を当該行政庁に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をするこ

とができる状態に置く措置をとることによって行うものとする。この場合におい

て、当該措置を開始した日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に到

達したものとみなす。 
第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同条第４項後段」に改める。 
第２２条第３項前段中「第１５条第３項」の次に「及び第４項」を加え、同項後

段中「同条第３項」の次に「及び第４項」を、「参加人」と、」の次に「同項中」を

加え、「掲示を始めた日から２週間を経過した」を削り、「、掲示を始めた」を「、

当該措置を開始した」に改める。 
第２９条中「第３項及び」の次に「第４項並びに」を加え、「「同項第３号」を「同

条第４項中「第１項第３号」に、「同条第３号」を「第２８条第３号」に、「同条第

３項後段」を「同条第４項後段」に、「第１５条第３項後段」を「第１５条第４項後

段」に改める。 
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附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、令和８年５月２１日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例による改正後の第１５条第３項及び第４項（これらの規定を改正後の

第２２条第３項及び第２９条において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

は、この条例の施行の日以後にする通知について適用し、同日前にした通知につ

いては、なお従前の例による。 
 
 
提案理由  
デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するためのデジタル社会形成

基本法等の一部を改正する法律（令和５年法律第６３号）等の施行に伴い、行政手

続制度に係る公示送達の方法を改めるため、本条例を改正したいので、この案を提

出するものである。 
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○南アルプス市行政手続条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(聴聞の通知の方式) (聴聞の通知の方式) 
第15条 （略） 第15条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明

しない場合においては、第1項の規定による通知を、公示の

方法                                                
                                                    
                                                    
    によって行うことができる。                       
                                                    
                           

3 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明

しない場合においては、第1項の規定による通知を、その者

の氏名、同項第3号及び第4号に掲げる事項並びに当該行政

庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその

者に交付する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示する

ことによって行うことができる。この場合においては、掲

示を始めた日から2週間を経過したときに、当該通知がその

者に到達したものとみなす。 
4 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人とな

るべき者の氏名、第1項第3号及び第4号に掲げる事項並び

に当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をい

つでもその者に交付する旨(以下この項において「公示事

項」という。)を規則で定める方法により不特定多数の者が

閲覧することができる状態に置くとともに、公示事項が記

載された書面を南アルプス市公告式条例(平成15年南アル

プス市条例第3号)第2条に規定する掲示場に掲示し、又は公
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示事項を当該行政庁に設置した電子計算機の映像面に表示

したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとる

ことによって行うものとする。この場合において、当該措

置を開始した日から2週間を経過したときに、当該通知がそ

の者に到達したものとみなす。 
(代理人) (代理人) 

第16条 前条第1項の規定による通知を受けた者(同条第4項
後段の規定により当該通知が到達したものとみなされる者

を含む。以下「当事者」という。)は、代理人を選任するこ

とができる。 

第16条 前条第1項の規定による通知を受けた者(同条第3項
後段の規定により当該通知が到達したものとみなされる者

を含む。以下「当事者」という。)は、代理人を選任するこ

とができる。 
2～4 （略） 2～4 （略） 

(続行期日の指定) (続行期日の指定) 
第22条 （略） 第22条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 第15条第3項及び第4項の規定は、前項本文の場合におい

て、当事者又は参加人の所在が判明しないときにおける通

知の方法について準用する。この場合において、同条第3
項及び第4項中「不利益処分の名宛人となるべき者」とある

のは「当事者又は参加人」と、同項中「                 
                とき」とあるのは「                   
              とき(同一の当事者又は参加人に対する2回
目以降の通知にあっては、当該措置を開始した日の翌日)」

3 第15条第3項         の規定は、前項本文の場合におい

て、当事者又は参加人の所在が判明しないときにおける通

知の方法について準用する。この場合において、同条第3
項         中「不利益処分の名宛人となるべき者」とある

のは「当事者又は参加人」と、      「掲示を始めた日か

ら2週間を経過したとき」とあるのは「掲示を始めた日から

2週間を経過したとき(同一の当事者又は参加人に対する2
回目以降の通知にあっては、掲示を始めた      日の翌
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と読み替えるものとする。 日)」と読み替えるものとする。 
(聴聞に関する手続の準用) (聴聞に関する手続の準用) 

第29条 第15条第3項及び第4項並びに第16条の規定は、弁明

の機会の付与について準用する。この場合において、第15
条第3項中「第1項」とあるのは「第28条」と、同条第4項
中「第1項第3号及び第4号」とあるのは「第28条第3号」と、

「同項各号」とあるのは「同条各号」と、第16条第1項中

「前条第1項」とあるのは「第28条」と、「同条第4項後段」

とあるのは「第29条において準用する第15条第4項後段」

と読み替えるものとする。 

第29条 第15条第3項及び           第16条の規定は、弁明

の機会の付与について準用する。この場合において、第15
条第3項中「第1項」とあるのは「第28条」と、「同項第3
号            及び第4号」とあるのは「同条第3号  」と、

「同項各号」とあるのは「同条各号」と、第16条第1項中

「前条第1項」とあるのは「第28条」と、「同条第3項後段」

とあるのは「第29条において準用する第15条第3項後段」

と読み替えるものとする。 
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 議案第６号 
   南アルプス市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部改正について 
 

 南アルプス市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関す

る条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例（平成１５年南アルプス市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 
 
第８条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 
第１１条中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改める。 

 
 

附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
 
 
提案理由  
公職選挙法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第２００号）の施行に伴

い、選挙公営の限度額を引き上げるため、本条例を改正したいので、この案を提出

するものである。 
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○南アルプス市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続) (選挙運動用ビラの作成の公費負担額及び支払手続) 
第8条 市は、候補者(前条の規定による届出をした者に限

る。)が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの

作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基

づき作成された選挙運動用ビラの1枚当たりの作成単価(当
該作成単価が8円38銭を超える場合は、8円38銭)に当該選

挙運動用ビラの作成枚数(当該候補者を通じて法第142条第

1項第6号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、

委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基

づき、委員会が確認したものに限る。)を乗じて得た金額を、

第6条後段において準用する第2条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者か

らの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対して

支払う。 

第8条 市は、候補者(前条の規定による届出をした者に限

る。)が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの

作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基

づき作成された選挙運動用ビラの1枚当たりの作成単価(当
該作成単価が7円73銭を超える場合は、7円73銭)に当該選

挙運動用ビラの作成枚数(当該候補者を通じて法第142条第

1項第6号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、

委員会が定めるところにより、当該候補者からの申請に基

づき、委員会が確認したものに限る。)を乗じて得た金額を、

第6条後段において準用する第2条ただし書に規定する要

件に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者か

らの請求に基づき、当該ビラの作成を業とする者に対して

支払う。 
(選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続) (選挙運動用ポスターの作成の公費負担額及び支払手続) 

第11条 市は、候補者(前条の規定による届出をした者に限

る。)が同条の契約に基づき当該契約の相手方である選挙運

動用ポスターの作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの1

第11条 市は、候補者(前条の規定による届出をした者に限

る。)が同条の契約に基づき当該契約の相手方である選挙運

動用ポスターの作成を業とする者に支払うべき金額のう

ち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスターの1
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枚当たりの作成単価(当該作成単価が、586円88銭に当該選

挙における選挙運動用ポスター掲示場の数を乗じて得た金

額に31万6,250円を加えた金額を当該選挙における選挙運

動用ポスター掲示場の数で除して得た金額(1円未満の端数

がある場合には、その端数は、1円とする。以下「単価の限

度額」という。)を超える場合には、当該単価の限度額)に
当該選挙運動用ポスターの作成枚数(当該選挙における選

挙運動用ポスター掲示場の数に相当する数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。)
を乗じて得た金額を、第9条後段において準用する第2条た

だし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該選挙運

動用ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当

該選挙運動用ポスターの作成を業とする者に対して支払

う。 

枚当たりの作成単価(当該作成単価が、541円31銭に当該選

挙における選挙運動用ポスター掲示場の数を乗じて得た金

額に31万6,250円を加えた金額を当該選挙における選挙運

動用ポスター掲示場の数で除して得た金額(1円未満の端数

がある場合には、その端数は、1円とする。以下「単価の限

度額」という。)を超える場合には、当該単価の限度額)に
当該選挙運動用ポスターの作成枚数(当該選挙における選

挙運動用ポスター掲示場の数に相当する数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。)
を乗じて得た金額を、第9条後段において準用する第2条た

だし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該選挙運

動用ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当

該選挙運動用ポスターの作成を業とする者に対して支払

う。 
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 議案第７号 
   南アルプス市手数料条例の一部改正について 

 
 南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市手数料条例（平成１５年南アルプス市条例第６７号）の一部を次の

ように改正する。 
 
第８条中「第３７号」を「３７の項」に、「第４４号」を「４４の項」に改める。 
第８条の２第１項第１号中「第３７号」を「３７の項」に、「第３８号」を「３

８の項」に改め、同項第２号中「第３９号」を「３９の項」に、「第４０号」を「４

０の項」に改め、同項第３号中「第４１号」を「４１の項」に、「第４４号」を「４

４の項」に改める。 
附則に次の３項を加える。 
（印鑑に関する証明及び住民票の写し又は戸籍の附票の写しに関する証明に係

る手数料に関する特例） 
５ 令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間、別表戸籍、住民基本台帳

関係の手数料の表１０の項及び１２の項の規定の適用については、同表１０の項

及び１２の項中「２００」とあるのは、「１００」とする。 
 （電子申請による交付の特例） 
６ 令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの間、南アルプス市行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１６年南アルプス市条例第３

８号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により申請する

者については、第６条の規定にかかわらず、送付に要する費用の全部又は一部を

市が負担するものとする。この場合において、市が負担する額の上限及び算定方

法その他必要な事項は、規則で定める。 
（所得及び資産に関する証明及び租税公課に関する証明に係る手数料に関する

特例） 
７ 令和８年１０月１日から令和９年３月３１日までの間、別表その他の手数料の

表１１の項及び１２の項の規定の適用については、同表１１の項及び１２の項中

「２００」とあるのは「１００」とする。 
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別表その他の手数料の表中「 
１１ 所得及び資産に関する証明 １件につき ３００

１２ 租税（課税客体及び課税標準を含む。）公課

に関する証明 
１件につき ３００

」を「 
１１ 所得及び資産に関する証明 １件につき ３００

（市が設置する証

明書の自動交付機

能を有する機器及

び民間事業者が設

置するこれに類す

る機能を有する機

器による交付の場

合は、２００） 
１２ 租税（課税客体及び課税標準を含む。）公課

に関する証明 
１件につき ３００

（市が設置する証

明書の自動交付機

能を有する機器及

び民間事業者が設

置するこれに類す

る機能を有する機

器による交付の場

合は、２００） 
」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則に３項を加える改正

規定（第７項に係る部分に限る。）及び別表の改正規定は、令和８年１０月１日から

施行する。 
 
 
提案理由  
自動交付機能を有する機器による各種証明書の手数料を減額し、コンビニ交付の

-39-



利用拡大を図ることで、市民の各種証明書の取得における利便性の向上及び職員の

働き方改革を推進するため、本条例を改正したいので、この案を提出するものであ

る。 
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○南アルプス市手数料条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(手数料の減免) (手数料の減免) 
第8条 前条に定めるもののほか、市長は、公益上特に必要が

あると認めるとき、又は災害その他特別の理由があると認

めるときは、手数料(別表その他の手数料の表37の項から4
4の項までに掲げる手数料を除く。以下この条において同

じ。)を減額し、又は免除することができる。 

第8条 前条に定めるもののほか、市長は、公益上特に必要が

あると認めるとき、又は災害その他特別の理由があると認

めるときは、手数料(別表その他の手数料の表第37号から第

44号までに掲げる手数料を除く。以下この条において同

じ。)を減額し、又は免除することができる。 
第8条の2 次の各号に掲げる手数料については、当該各号に

定めるものは、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第38
条第1項(他の法令で準用される場合を含む。)又は同法第81
条第3項の規定により準用する同法第78条第1項の規定に

よる交付を受ける審査請求人又は参加人(以下「審査請求人

等」という。)が経済的困難により手数料を納付する資力が

ないと認めるときは、2,000円を限度として、当該手数料を

減額し、又は免除することができる。 

第8条の2 次の各号に掲げる手数料については、当該各号に

定めるものは、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第38
条第1項(他の法令で準用される場合を含む。)又は同法第81
条第3項の規定により準用する同法第78条第1項の規定に

よる交付を受ける審査請求人又は参加人(以下「審査請求人

等」という。)が経済的困難により手数料を納付する資力が

ないと認めるときは、2,000円を限度として、当該手数料を

減額し、又は免除することができる。 
(1) 別表その他の手数料の表37の項及び38の項に掲げる

手数料 審理員(行政不服審査法第9条第3項に規定する

場合にあっては、審査庁。次項において同じ。) 

(1) 別表その他の手数料の表第37号及び第38号に掲げる

手数料 審理員(行政不服審査法第9条第3項に規定する

場合にあっては、審査庁。次項において同じ。) 
(2) 別表その他の手数料の表39の項及び40の項に掲げる

手数料 南アルプス市行政不服審査会又は南アルプス市

(2) 別表その他の手数料の表第39号及び第40号に掲げる

手数料 南アルプス市行政不服審査会又は南アルプス市
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情報公開・個人情報保護審査会 情報公開・個人情報保護審査会 
(3) 別表その他の手数料の表41の項から44の項までに掲

げる手数料 南アルプス市選挙管理委員会 
(3) 別表その他の手数料の表第41号から第44号までに掲

げる手数料 南アルプス市選挙管理委員会 
2・3 （略） 2・3 （略） 

附 則 附 則 
(印鑑に関する証明及び住民票の写し又は戸籍の附票の写

しに関する証明に係る手数料に関する特例) 
5 令和8年4月1日から令和9年3月31日までの間、別表戸籍、

住民基本台帳関係の手数料の表10の項及び12の項の規定

の適用については、同表10の項及び12の項中「200」とあ

るのは、「100」とする。 

 

(電子申請による交付の特例) 
6 令和8年4月1日から令和9年3月31日までの間、南アルプス

市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例

(平成16年南アルプス市条例第38号)第3条第1項に規定する

電子情報処理組織を使用する方法により申請する者につい

ては、第6条の規定にかかわらず、送付に要する費用の全部

又は一部を市が負担するものとする。この場合において、

市が負担する額の上限及び算定方法その他必要な事項は、

規則で定める。 

 

(所得及び資産に関する証明及び租税公課に関する証明に

係る手数料に関する特例) 
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7 令和8年10月1日から令和9年3月31日までの間、別表その

他の手数料の表11の項及び12の項の規定の適用について

は、同表11の項及び12の項中「200」とあるのは「100」
とする。 

別表(第2条、第7条関係) 別表(第2条、第7条関係) 
戸籍、住民基本台帳関係の手数料 （略） 戸籍、住民基本台帳関係の手数料 （略） 
その他の手数料 その他の手数料 

手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 
1～10 （略） 
11 所得及び資産に関する証明 1件につ

き 
300

(市が設置する

証明書の自動

交付機能を有

する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の

場合は、200)
12 租税(課税客体及び課税標準を

含む。)公課に関する証明 
1件につ

き 
300

(市が設置する

手数料を徴収する事項 単位 手数料の金額 
1～10 （略） 
11 所得及び資産に関する証明 1件につ

き 
300

            
            
            
            
            
            
            
            
            
            

12 租税(課税客体及び課税標準を

含む。)公課に関する証明 
1件につ

き 
300
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証明書の自動

交付機能を有

する機器及び

民間事業者が

設置するこれ

に類する機能

を有する機器

による交付の

場合は、200)
13～45 （略） 

 

            
            
            
            
            
            
            
            
            

13～45 （略） 
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 議案第８号 
   南アルプス市職員給与条例及び南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例の一部改正について 
 

 南アルプス市職員給与条例及び南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市職員給与条例及び南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費

用弁償に関する条例の一部を改正する条例 
 
 （南アルプス市職員給与条例の一部改正） 
第１条 南アルプス市職員給与条例（平成１５年南アルプス市条例第５２号）の一

部を次のように改正する。 
第１３条第２項第１号中「次項」の次に「及び第６項」を加え、同条第３項中

「第５項」を「第６項」に改め、同条第９項を同条第１０項とし、同条第８項中

「自動車等」の次に「及び駐車場等」を加え、同項を同条第９項とし、同条第７

項を同条第８項とし、同条第６項中「月」の次に「（当該月に通勤手当を支給す

ることが困難な場合として規則で定める場合にあっては、その翌月）」を加え、

同項を同条第７項とし、同条第５項中「運賃相当額」を「運賃等相当額」に、「及

び」を「、」に、「）の」を「）及び前項第１号に定める額の」に、「前３項」を

「第２項から前項まで」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の

１項を加える。 
５ 第１項第２号又は第３号に掲げる職員で、自動車等の駐車のための施設（そ

の所在地及び利用形態が規則で定める要件を満たすものに限る。第１号及び第

９項において「駐車場等」という。）を利用し、その料金を負担することを常

例とするもの（規則で定める職員を除く。）の通勤手当の額は、前３項の規定

にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に応じ、当該各号に定める額

とする。 
（１）駐車場等に係る通勤手当 支給単位期間につき、５，０００円を超えない

範囲内で１箇月当たりの駐車場等の料金に相当する額として規則で定める

額 
（２）前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前３項の規定による額 

 （南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
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第２条 南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和６

年南アルプス市条例第２号）の一部を次のように改正する。 
第３２条中「及び第６項から第９項」を「、第５項及び第７項から第１０項」

に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
人事院及び山梨県人事委員会の給与勧告等に伴い、本条例を改正したいので、こ

の案を提出するものである。 
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○南アルプス市職員給与条例及び南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例新

旧対照表 

第１条 南アルプス市職員給与条例の一部改正 

改正案 現行 

(通勤手当) (通勤手当) 
第13条 （略） 第13条 （略） 
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 
2 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当

該各号に定める額とする。 
(1) 前項第1号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則

で定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間

の通勤に要する運賃等の額に相当する額(次項及び第6項
において「運賃等相当額」という。) 

(1) 前項第1号に掲げる職員 支給単位期間につき、規則

で定めるところにより算出した当該職員の支給単位期間

の通勤に要する運賃等の額に相当する額(次項         
において「運賃等相当額」という。) 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 
3 公署を異にする異動又は在勤する公署の移転に伴い、所在

する地域を異にする公署に在勤することとなったことによ

り、通勤の実情に変更を生ずることとなった職員で規則で

定めるもののうち、第1項第1号又は第3号に掲げる職員で、

当該異動又は公署の移転の直前の住居(当該住居に相当す

るものとして規則で定める住居を含む。)からの通勤のた

め、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他

3 公署を異にする異動又は在勤する公署の移転に伴い、所在

する地域を異にする公署に在勤することとなったことによ

り、通勤の実情に変更を生ずることとなった職員で規則で

定めるもののうち、第1項第1号又は第3号に掲げる職員で、

当該異動又は公署の移転の直前の住居(当該住居に相当す

るものとして規則で定める住居を含む。)からの通勤のた

め、新幹線鉄道等の特別急行列車、高速自動車国道その他
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の交通機関等(第1号、次項及び第6項において「新幹線鉄道

等」という。)を利用し、その利用に係る特別料金等(その

利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎とな

る運賃等に相当する額を減じた額をいう。第1号及び次項に

おいて同じ。)を負担することを常例とするものの通勤手当

の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤

手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

の交通機関等(第1号、次項及び第5項において「新幹線鉄道

等」という。)を利用し、その利用に係る特別料金等(その

利用に係る運賃等の額から運賃等相当額の算出の基礎とな

る運賃等に相当する額を減じた額をいう。第1号及び次項に

おいて同じ。)を負担することを常例とするものの通勤手当

の額は、前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤

手当の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 
(1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手

当 支給単位期間につき、規則で定めるところにより算

出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金

等の額に相当する額(第6項において「特別料金等相当額」

という。) 

(1) 新幹線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手

当 支給単位期間につき、規則で定めるところにより算

出した当該職員の支給単位期間の通勤に要する特別料金

等の額に相当する額(第5項において「特別料金等相当額」

という。) 
(2) （略） (2) （略） 

4 （略） 4 （略） 
5 第1項第2号又は第3号に掲げる職員で、自動車等の駐車の

ための施設(その所在地及び利用形態が規則で定める要件

を満たすものに限る。第1号及び第9項において「駐車場等」

という。)を利用し、その料金を負担することを常例とする

もの(規則で定める職員を除く。)の通勤手当の額は、前3項
の規定にかかわらず、次の各号に掲げる通勤手当の区分に

応じ、当該各号に定める額とする。 
(1) 駐車場等に係る通勤手当 支給単位期間につき、5,00
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0円を超えない範囲内で1箇月当たりの駐車場等の料金

に相当する額として規則で定める額 
(2) 前号に掲げる通勤手当以外の通勤手当 前3項の規定

による額 
6 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額

(交通機関等が2以上ある場合においては、その合計額)、第

2項第2号に定める額、   特別料金等相当額をその支給単

位期間の月数で除して得た額(新幹線鉄道等が2以上ある場

合においては、その合計額)及び前項第1号に定める額の合

計額が15万円を超える職員の通勤手当の額は、第2項から

前項までの規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係る

支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、15万円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 

5 運賃相当額  をその支給単位期間の月数で除して得た額

(交通機関等が2以上ある場合においては、その合計額)、第

2項第2号に定める額及び特別料金等相当額をその支給単

位期間の月数で除して得た額(新幹線鉄道等が2以上ある場

合においては、その合計額)の                       合
計額が15万円を超える職員の通勤手当の額は、前3項     
        の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係る

支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、15万円

に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額とする。 
7 通勤手当は、支給単位期間(規則で定める通勤手当にあっ

ては、規則で定める期間)に係る最初の月(当該月に通勤手

当を支給することが困難な場合として規則で定める場合に

あっては、その翌月)の規則で定める日に支給する。 

6 通勤手当は、支給単位期間(規則で定める通勤手当にあっ

ては、規則で定める期間)に係る最初の月                
                                                    
                  の規則で定める日に支給する。 

8 （略） 7 （略） 
9 この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の

単位となる期間として6箇月を超えない範囲内で1箇月を

単位として規則で定める期間(自動車等及び駐車場等に係

る通勤手当にあっては、1箇月)をいう。 

8 この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の

単位となる期間として6箇月を超えない範囲内で1箇月を

単位として規則で定める期間(自動車等            に係

る通勤手当にあっては、1箇月)をいう。 
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10 （略） 9 （略） 

 

第２条 南アルプス市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(通勤に係る費用弁償) (通勤に係る費用弁償) 
第32条 （略） 第32条 （略） 
2 通勤に係る費用弁償の額(その支給の単位となる一定の期

間における通勤の回数が少ない者についての減額の措置を

含む。)、支給日及び返納については、給与条例第13条第2
項、第5項及び第7項から第10項までの規定の例による。 

2 通勤に係る費用弁償の額(その支給の単位となる一定の期

間における通勤の回数が少ない者についての減額の措置を

含む。)、支給日及び返納については、給与条例第13条第2
項及び第6項から第9項        までの規定の例による。 
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 議案第９号 
   南アルプス市国民健康保険財政調整基金条例の一部改正について 

 
 南アルプス市国民健康保険財政調整基金条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市国民健康保険財政調整基金条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市国民健康保険財政調整基金条例（平成１５年南アルプス市条例第７

８号）の一部を次のように改正する。 
 
第６条第１号中「医療費の支払に対し財源が著しく」を「国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７５条の７第２項の規定による国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用が」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４７号）の施行

に伴い、令和８年度より本基金を子ども・子育て支援納付金を含む国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用に充てるため、本条例を改正したいので、この案を

提出するものである。 
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○南アルプス市国民健康保険財政調整基金条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(処分) (処分) 
第6条 基金は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、

その全部又は一部を処分することができる。 
第6条 基金は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、

その全部又は一部を処分することができる。 
(1) 国民健康保険法(昭和33年法律第192号)第75条の7第2
項の規定による国民健康保険事業費納付金の納付に要す

る費用が不足する場合において、当該不足額を埋めるた

めの財源に充てるとき。 

(1) 医療費の支払に対し財源が著しく                 
                                                  
        不足する場合において、当該不足額を埋めるた

めの財源に充てるとき。 
(2) （略） (2) （略） 
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議案第１０号 
南アルプス市介護保険条例の一部改正について 

  
南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 

南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例 
 

南アルプス市介護保険条例（平成１５年南アルプス市条例第１４５号）の一部を

次のように改正する。 
 
附則に次の２条を加える。 
（令和８年度の保険料率の算定に関する所得の額の算定方法の特例） 

第７条 第１号被保険者（令和８年度分の保険料の賦課期日において当該保険料を

賦課する市町村に住所を有しない者を除き、令和８年度分の地方税法の規定によ

る市町村民税の賦課期日において当該保険料を賦課する市町村に住所を有する者

（同法第２９４条第３項の規定により当該市町村の住民基本台帳に記録されてい

る者とみなされた者を含む。）に限る。以下この条及び次条第１項において同じ。）

のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者（同年中の給与等

（所得税法第２８条第１項に規定する給与等をいう。以下同じ。）の収入金額が

５５万１，０００円以上６５万１，０００円未満である者に限る。）の令和８年

度における保険料率の算定についての第４条第１項（第６号ア、第７号ア、第８

号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び第１２号アに係る部分に限る。）

の規定の適用については、同項第６号ア中「地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」

という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若

しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条の規定の

適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零と

する。以下この項において同じ。）」とあるのは、「合計所得金額（地方税法第

２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所

得税法第２８条第１項に規定する給与所得が含まれている場合には、当該給与所

得の金額については、同条第２項の規定によって計算した金額に令和７年中の同
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条第１項に規定する給与等の収入金額から５５万円を控除して得た額を加えた額

によるものとし、租税特別措置法による特別控除の適用がある場合には、当該合

計所得金額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額と

し、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下この項において同

じ。）」とする。 
２ 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者

（同年中の給与等の収入金額が６５万１，０００円以上１６１万９，０００円未

満である者に限る。）の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第

１項（第６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び

第１２号アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第６号ア中「地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計

所得金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律

第２６号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２

第１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条

の３第１項又は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令

第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得

金額が、零を下回る場合には、零とする。以下この項において同じ。）」とある

のは、「合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得

金額をいい、当該合計所得金額に所得税法第２８条第１項に規定する給与所得が

含まれている場合には、当該給与所得の金額については、同条第２項の規定によ

って計算した金額に１０万円を加えた額によるものとし、租税特別措置法による

特別控除の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合

には、零とする。以下この項において同じ。）」とする。 
３ 第１号被保険者のうち、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者

（同年中の給与等の収入金額が１６１万９，０００円以上１９０万円未満である

者に限る。）の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項（第

６号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第１１号ア及び第１２号

アに係る部分に限る。）の規定の適用については、同項第６号ア中「地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以

下「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

３３条の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３

４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又

は第３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２条の２

第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下

-54-



回る場合には、零とする。以下この項において同じ。）」とあるのは、「合計所

得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額をいい、当

該合計所得金額に所得税法第２８条第１項に規定する給与所得が含まれている場

合には、当該給与所得の金額については、同条第２項の規定によって計算した金

額に６５万円から令和７年給与所得控除額を控除して得た額を加えた額によるも

のとし、租税特別措置法による特別控除の適用がある場合には、当該合計所得金

額から令第２２条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該

合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下この項において同じ。）」

とする。 
（令和８年度の保険料率の算定に関する基準の特例） 

第８条 第１号被保険者の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第

１項の規定の適用については、当該第１号被保険者の属する世帯の世帯主及び全

ての世帯員のうちに、第１号に掲げる者に該当し、かつ、第２号又は第３号に掲

げる者のいずれかに該当する者があるときは、当該該当する者は、同年度分の地

方税法の規定による市町村民税が課されている者とみなす。 
（１）令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている者（令和８年度分の保険

料の賦課期日において当該保険料を賦課する市町村に住所を有しない者を除

く。）であって、令和８年度分の地方税法の規定による市町村民税の賦課期日

において当該保険料を賦課する市町村に住所を有するもの（同法第２９４条第

３項の規定により当該市町村の住民基本台帳に記録されいる者とみなされた者

を含む。） 
（２）地方税法第２９５条第１項第２号に掲げる者に該当し、かつ、令和８年度分

の同法の規定による市町村民税が課されていない者であって、次のアからウま

でに掲げる場合のいずれかに該当するもの 
ア 令和７年中の給与等の収入金額が５５万１，０００円以上６５万１，００

０円未満であり、かつ、１３５万円から同年の合計所得金額を控除して得た

額が、同年中の給与等の収入金額から５５万円を控除して得た額以下である

場合 
イ 令和７年中の給与等の収入金額が６５万１，０００円以上１６１万９，０

００円未満であり、かつ、１３５万円から同年の合計所得金額を控除して得

た額が１０万円以下である場合 
ウ 令和７年中の給与等の収入金額が１６１万９，０００円以上１９０万円未

満であり、かつ、１３５万円から同年の合計所得金額を控除して得た額が、

６５万円から、同年中の給与等の収入金額から当該給与等の収入金額を所得

税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第１３号）第１条の規定による
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改正前の所得税法別表第５（以下「別表第５」という。）の給与等の金額と

して、別表第５により当該金額に応じて求めた別表第５の給与所得控除後の

給与等の金額を控除して得た額を控除して得た額以下である場合 
（３）地方税法第２９５条第１項各号に掲げる者に該当せず、かつ、令和８年度分

の同法の規定による市町村民税が課されていない者であって、次のアからウま

でに掲げる場合のいずれかに該当するもの 
ア 令和７年中の給与等の収入金額が５５万１，０００円以上６５万１，００

０円未満であり、かつ、地方税法第２９５条第３項に規定する政令で定める

基準に従い当該市町村の条例で定める金額から同年の合計所得金額を控除し

て得た額が、同年中の給与等の収入金額から５５万円を控除して得た額以下

である場合 
イ 令和７年中の給与等の収入金額が６５万１，０００円以上１６１万９，０

００円未満であり、かつ、地方税法第２９５条第３項に規定する政令で定め

る基準に従い当該市町村の条例で定める金額から同年の合計所得金額を控除

して得た額が１０万円以下である場合 
ウ 令和７年中の給与等の収入金額が１６１万９，０００円以上１９０万円未

満であり、かつ、地方税法第２９５条第３項に規定する政令で定める基準に

従い当該市町村の条例で定める金額から同年の合計所得金額を控除して得た

額が、６５万円から、同年中の給与等の収入金額から当該給与等の収入金額

を別表第５の給与等の金額として、別表第５により当該金額に応じて求めた

別表第５の給与所得控除後の給与等の金額を控除して得た額を控除して得た

額以下である場合 
２ 第１号被保険者の令和８年度における保険料率の算定についての第４条第１項

の適用については、当該第１号被保険者が前項第１号に掲げる者に該当し、かつ、

同項第２号又は第３号に掲げる者のいずれかに該当するときは、当該第１号被保

険者は、同年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されている者とみなす。 
 
 

附 則 
この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 
 
提案理由 
 介護保険法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第４２０号）の施行に伴

い、令和８年度の保険料率の算定に関する基準の特例を設けるため、本条例を改正
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したいので、この案を提出するものである。 
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〇南アルプス市介護保険条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

附 則 附 則 
(令和8年度の保険料率の算定に関する所得の額の算定方法

の特例) 
第7条 第1号被保険者(令和8年度分の保険料の賦課期日にお

いて当該保険料を賦課する市町村に住所を有しない者を除

き、令和8年度分の地方税法の規定による市町村民税の賦課

期日において当該保険料を賦課する市町村に住所を有する

者(同法第294条第3項の規定により当該市町村の住民基本

台帳に記録されている者とみなされた者を含む。)に限る。

以下この条及び次条第1項において同じ。)のうち、令和7
年の合計所得金額に給与所得が含まれている者(同年中の

給与等(所得税法第28条第1項に規定する給与等をいう。以

下同じ。)の収入金額が55万1,000円以上65万1,000円未満

である者に限る。)の令和8年度における保険料率の算定に

ついての第4条第1項(第6号ア、第7号ア、第8号ア、第9号
ア、第10号ア、第11号ア及び第12号アに係る部分に限る。)
の規定の適用については、同項第6号ア中「地方税法(昭和2
5年法律第226号)第292条第1項第13号に規定する合計所得

金額(以下「合計所得金額」という。)(租税特別措置法(昭和

32年法律第26号)第33条の4第1項若しくは第2項、第34条第
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1項、第34条の2第1項、第34条の3第1項、第35条第1項、

第35条の2第1項、第35条の3第1項又は第36条の規定の適

用がある場合には、当該合計所得金額から令第22条の2第2
項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計

所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下この項に

おいて同じ。)」とあるのは、「合計所得金額(地方税法第2
92条第1項第13号に規定する合計所得金額をいい、当該合

計所得金額に所得税法第28条第1項に規定する給与所得が

含まれている場合には、当該給与所得の金額については、

同条第2項の規定によって計算した金額に令和7年中の同

条第1項に規定する給与等の収入金額から55万円を控除し

て得た額を加えた額によるものとし、租税特別措置法によ

る特別控除の適用がある場合には、当該合計所得金額から

令第22条の2第2項に規定する特別控除額を控除して得た

額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とす

る。以下この項において同じ。)」とする。 
2 第1号被保険者のうち、令和7年の合計所得金額に給与所

得が含まれている者(同年中の給与等の収入金額が65万1,0
00円以上161万9,000円未満である者に限る。)の令和8年度

における保険料率の算定についての第4条第1項(第6号ア、

第7号ア、第8号ア、第9号ア、第10号ア、第11号ア及び第1
2号アに係る部分に限る。)の規定の適用については、同項

第6号ア中「地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項
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第13号に規定する合計所得金額(以下「合計所得金額」とい

う。)(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1
項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34
条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第35条の3
第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、当該合計

所得金額から令第22条の2第2項に規定する特別控除額を

控除して得た額とし、当該合計所得金額が、零を下回る場

合には、零とする。以下この項において同じ。)」とあるの

は、「合計所得金額(地方税法第292条第1項第13号に規定

する合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所得税法第2
8条第1項に規定する給与所得が含まれている場合には、当

該給与所得の金額については、同条第2項の規定によって計

算した金額に10万円を加えた額によるものとし、租税特別

措置法による特別控除の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第22条の2第2項に規定する特別控除額を控

除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合に

は、零とする。以下この項において同じ。)」とする。 
3 第1号被保険者のうち、令和7年の合計所得金額に給与所

得が含まれている者(同年中の給与等の収入金額が161万9,
000円以上190万円未満である者に限る。)の令和8年度にお

ける保険料率の算定についての第4条第1項(第6号ア、第7
号ア、第8号ア、第9号ア、第10号ア、第11号ア及び第12
号アに係る部分に限る。)の規定の適用については、同項第
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6号ア中「地方税法(昭和25年法律第226号)第292条第1項第

13号に規定する合計所得金額(以下「合計所得金額」とい

う。)(租税特別措置法(昭和32年法律第26号)第33条の4第1
項若しくは第2項、第34条第1項、第34条の2第1項、第34
条の3第1項、第35条第1項、第35条の2第1項、第35条の3
第1項又は第36条の規定の適用がある場合には、当該合計

所得金額から令第22条の2第2項に規定する特別控除額を

控除して得た額とし、当該合計所得金額が零を下回る場合

には、零とする。以下この項において同じ。)」とあるのは、

「合計所得金額(地方税法第292条第1項第13号に規定する

合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所得税法第28条
第1項に規定する給与所得が含まれている場合には、当該給

与所得の金額については、同条第2項の規定によって計算し

た金額に65万円から令和7年給与所得控除額を控除して得

た額を加えた額によるものとし、租税特別措置法による特

別控除の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第2
2条の2第2項に規定する特別控除額を控除して得た額と

し、当該合計所得金額が零を下回る場合には、零とする。

以下この項において同じ。)」とする。 
(令和8年度の保険料率の算定に関する基準の特例) 

第8条 第1号被保険者の令和8年度における保険料率の算定

についての第4条第1項の規定の適用については、当該第1
号被保険者の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員のうち
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に、第1号に掲げる者に該当し、かつ、第2号又は第3号に

掲げる者のいずれかに該当する者があるときは、当該該当

する者は、同年度分の地方税法の規定による市町村民税が

課されている者とみなす。 
(1) 令和7年の合計所得金額に給与所得が含まれている者

(令和8年度分の保険料の賦課期日において当該保険料を

賦課する市町村に住所を有しない者を除く。)であって、

令和8年度分の地方税法の規定による市町村民税の賦課

期日において当該保険料を賦課する市町村に住所を有す

るもの(同法第294条第3項の規定により当該市町村の住

民基本台帳に記録されいる者とみなされた者を含む。) 
(2) 地方税法第295条第1項第2号に掲げる者に該当し、か

つ、令和8年度分の同法の規定による市町村民税が課され

ていない者であって、次のアからウまでに掲げる場合の

いずれかに該当するもの 
ア 令和7年中の給与等の収入金額が55万1,000円以上6

5万1,000円未満であり、かつ、135万円から同年の合

計所得金額を控除して得た額が、同年中の給与等の収

入金額から55万円を控除して得た額以下である場合 
イ 令和7年中の給与等の収入金額が65万1,000円以上1

61万9,000円未満であり、かつ、135万円から同年の合

計所得金額を控除して得た額が10万円以下である場

合 
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ウ 令和7年中の給与等の収入金額が161万9,000円以上

190万円未満であり、かつ、135万円から同年の合計所

得金額を控除して得た額が、65万円から、同年中の給

与等の収入金額から当該給与等の収入金額を所得税法

等の一部を改正する法律(令和7年法律第13号)第1条の

規定による改正前の所得税法別表第5(以下「別表第5」
という。)の給与等の金額として、別表第5により当該

金額に応じて求めた別表第5の給与所得控除後の給与

等の金額を控除して得た額を控除して得た額以下であ

る場合 
(3) 地方税法第295条第1項各号に掲げる者に該当せず、か

つ、令和8年度分の同法の規定による市町村民税が課され

ていない者であって、次のアからウまでに掲げる場合の

いずれかに該当するもの 
ア 令和7年中の給与等の収入金額が55万1,000円以上6

5万1,000円未満であり、かつ、地方税法第295条第3項
に規定する政令で定める基準に従い当該市町村の条例

で定める金額から同年の合計所得金額を控除して得た

額が、同年中の給与等の収入金額から55万円を控除し

て得た額以下である場合 
イ 令和7年中の給与等の収入金額が65万1,000円以上1

61万9,000円未満であり、かつ、地方税法第295条第3
項に規定する政令で定める基準に従い当該市町村の条
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例で定める金額から同年の合計所得金額を控除して得

た額が10万円以下である場合 
ウ 令和7年中の給与等の収入金額が161万9,000円以上

190万円未満であり、かつ、地方税法第295条第3項に

規定する政令で定める基準に従い当該市町村の条例で

定める金額から同年の合計所得金額を控除して得た額

が、65万円から、同年中の給与等の収入金額から当該

給与等の収入金額を別表第5の給与等の金額として、別

表第5により当該金額に応じて求めた別表第5の給与

所得控除後の給与等の金額を控除して得た額を控除し

て得た額以下である場合 
2 第1号被保険者の令和8年度における保険料率の算定につ

いての第4条第1項の適用については、当該第1号被保険者

が前項第1号に掲げる者に該当し、かつ、同項第2号又は第

3号に掲げる者のいずれかに該当するときは、当該第1号被

保険者は、同年度分の地方税法の規定による市町村民税が

課されている者とみなす。 
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議案第１１号 
南アルプス市感染症対策委員会条例の一部改正について 

  
南アルプス市感染症対策委員会条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 

南アルプス市感染症対策委員会条例の一部を改正する条例 
 

南アルプス市感染症対策委員会条例（平成２６年南アルプス市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 
 
第２条第１号中「計画立案に関すること。」を「計画の策定及び変更に関する事

項」に改め、同条第２号中「が発生した場合における処理対策に関すること。」を

「発生時の対策に関する事項」に改め、同条第３号及び第４号を削り、同条に次の

１項を加える。 
２ 前項の規定にかかわらず、委員会は、感染症の予防及びまん延防止に関し必要

な事項について協議し、市長に意見を述べることができる。 
第５条の見出し中「委員長」を「会長」に、「副委員長」を「副会長」に改め、

同条第１項中「委員長」を「会長」に、「副委員長」を「副会長」に改め、同条第

２項中「委員長」を「会長」に、「副委員長」を「副会長」に改め、同条第３項中

「委員長」を「会長」に改め、同条第４項中「副委員長」を「副会長」に、「委員

長」を「会長」に改める。 
第６条第１項及び第４項並びに第９条中「委員長」を「会長」に改める。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例の施行の際現に改正前の南アルプス市感染症対策委員会条例第３条第

２項の規定により委嘱され、又は任命されている委員は、この条例による改正後

の第３条第２項の規定により委嘱され、又は任命された委員とみなす。 
 
提案理由 
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南アルプス市新型インフルエンザ等対策行動計画の全面改定に伴い、関係機関と

平時からの連携を強化し、感染症の予防及び発生時における迅速かつ的確な対策を

講じられるよう感染症対策委員会をより効果的かつ柔軟に運用する必要があること

から、本条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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〇南アルプス市感染症対策委員会条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(所掌事務) (所掌事務) 
第2条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項につい

て調査審議し、及び答申する。 
第2条 委員会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項につい

て調査審議し、及び答申する。 
(1) 感染症予防のための計画の策定及び変更に関する事

項 
(1) 感染症予防のための計画立案に関すること。       

   
(2) 感染症発生時の対策に関する事項            

     
(2) 感染症が発生した場合における処理対策に関するこ

と。 
 (3) 感染症に係る関係機関との連絡調整及び情報の収集

に関すること。 
 (4) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める事

項 
2 前項の規定にかかわらず、委員会は、感染症の予防及びま

ん延防止に関し必要な事項について協議し、市長に意見を

述べることができる。 

 

(会長  及び副会長  ) (委員長及び副委員長) 
第5条 委員会に会長  及び副会長  を置く。 第5条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 
2 会長  及び副会長  は、委員の互選によりこれを定める。 2 委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。 
3 会長  は、会務を総理し、委員会を代表する。 3 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
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4 副会長  は、会長  を補佐し、会長  に事故があるとき、

又は会長  が欠けたときは、その職務を代理する。 
4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、

又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。 
(会議) (会議) 

第6条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、会長  が招

集し、その議長となる。 
第6条 委員会の会議(以下「会議」という。)は、委員長が招

集し、その議長となる。 
2・3 （略） 2・3 （略） 
4 会長  は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員

以外の者を会議に出席させ、説明又は意見を聴くことがで

きる。 

4 委員長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員

以外の者を会議に出席させ、説明又は意見を聴くことがで

きる。 
(その他) (その他) 

第9条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必

要な事項は、会長  が委員会に諮って定める。 
第9条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必

要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 
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 議案第１２号 
   南アルプス市子ども医療費助成金支給条例等の一部改正について 

 
 南アルプス市子ども医療費助成金支給条例等の一部を改正する条例を次のように

定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市子ども医療費助成金支給条例等の一部を改正する条例 
 
 （南アルプス市子ども医療費助成金支給条例の一部改正） 
第１条 南アルプス市子ども医療費助成金支給条例（平成１５年南アルプス市条例

第１２８号）の一部を次のように改正する。 
第６条中「次条第１項及び第２項において同じ」を「以下この条及び次条にお

いて「県内保険医療機関等」という」に改め、同条に次のただし書を加える。 
ただし、受給資格者が受給者証に代えて個人番号カード（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２

７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）を用いることにより

県内保険医療機関等が資格情報を確認し、及び取得することができる場合は、

この限りでない。 
第７条第１項中「山梨県内に住所を有する保険医療機関等」を「県内保険医療

機関等」に、「保険医療機関等」を「県内保険医療機関等」に改め、同条第２項

中「指定保険医療機関」を「県内保険医療機関等」に改める。 
 （南アルプス市重度心身障害者医療費助成条例の一部改正） 
第２条 南アルプス市重度心身障害者医療費助成条例（平成１５年南アルプス市条

例第１４１号）の一部を次のように改正する。 
第７条中「次条第３項において同じ」を「以下この条及び次条において「県内

保険医療機関等」という」に改め、同条に次のただし書を加える。 
ただし、受給者又はその保護者が受給者証に代えて個人番号カード（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）を用いる

ことにより県内保険医療機関等が資格情報を確認し、及び取得することができ

る場合は、この限りでない。 
第８条第３項中「山梨県内に住所を有する保険医療機関等」を「県内保険医療

機関等」に改め、同条第４項中「山梨県内に住所を有する保険医療機関等」を「県
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内保険医療機関等」に、「保険医療機関等」を「県内保険医療機関等」に改め、

同条第５項中「保険医療機関等」を「県内保険医療機関等」に改める。 
 （南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部改正） 
第３条 南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例（平成１８年南アルプ

ス市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 
第７条中「次条第１項及び第２項において同じ」を「以下この条及び次条にお

いて「県内保険医療機関等」という」に改め、同条に次のただし書を加える。 
ただし、受給者が受給者証に代えて個人番号カード（行政手続における特定

の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）第２条第７項に規定する個人番号カードをいう。）を用いることにより県

内保険医療機関等が資格情報を確認し、及び取得することができる場合は、こ

の限りでない。 
第８条第１項中「山梨県内に住所を有する保険医療機関等」を「県内保険医療

機関等」に、「保険医療機関等」を「県内保険医療機関等」に改め、同条第２項

中「保険医療機関等」を「県内保険医療機関等」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
医療費助成の効率化を推進し、及び受給者の利便性を図ることを目的とし、個人

番号カードを活用したオンライン資格確認に対応するため、本条例を改正したいの

で、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市子ども医療費助成金支給条例等の一部を改正する条例新旧対照表 

第１条 南アルプス市子ども医療費助成金支給条例の一部改正 

改正案 現行 

(受給者証の提示) (受給者証の提示) 
第6条 前条の規定により受給者証の交付を受けた助成対象

者(以下「受給資格者」という。)は、子どもが療養の給付

等を受けようとする山梨県内に住所を有する保険医療機関

等(第2条第5号ウ及びエに規定する者を除く。以下この条及

び次条において「県内保険医療機関等」という。)に対し、

医療保険各法の規定による電子資格確認等により被保険者

又は被扶養者であることの確認を受けた上、受給者証を提

示するものとする。ただし、受給資格者が受給者証に代え

て個人番号カード(行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)
第2条第7項に規定する個人番号カードをいう。)を用いるこ

とにより県内保険医療機関等が資格情報を確認し、及び取

得することができる場合は、この限りでない。 

第6条 前条の規定により受給者証の交付を受けた助成対象

者(以下「受給資格者」という。)は、子どもが療養の給付

等を受けようとする山梨県内に住所を有する保険医療機関

等(第2条第5号ウ及びエに規定する者を除く。次条第1項及

び第2項において同じ                        。)に対し、

医療保険各法の規定による電子資格確認等により被保険者

又は被扶養者であることの確認を受けた上、受給者証を提

示するものとする。                                   
                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
                                          

(医療費助成金の支給方法) (医療費助成金の支給方法) 
第7条 市長は、子どもが県内保険医療機関等              

    で療養の給付等を受けた場合は、受給資格者に支給す

べき助成金の額の限度において、当該受給資格者が当該県

第7条 市長は、子どもが山梨県内に住所を有する保険医療機

関等で療養の給付等を受けた場合は、受給資格者に支給す

べき助成金の額の限度において、当該受給資格者が当該保
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内保険医療機関等に支払うべき費用を、当該県内保険医療

機関等の請求に基づき、当該受給資格者に代わり、当該県

内保険医療機関等に支払うものとする。 

険医療機関等    に支払うべき費用を、当該保険医療機関

等    の請求に基づき、当該受給資格者に代わり、当該保

険医療機関等    に支払うものとする。 
2 前項の規定により、市長が当該県内保険医療機関等に対し

支払をしたときは、当該受給資格者に対し、助成金の支給

があったものとみなす。 

2 前項の規定により、市長が当該指定保険医療機関  に対し

支払をしたときは、当該受給資格者に対し、助成金の支給

があったものとみなす。 
3・4 （略） 3・4 （略） 

 

第２条 南アルプス市重度心身障害者医療費助成条例の一部改正 

改正案 現行 

(受給者証の提示) (受給者証の提示) 
第7条 前条の規定により受給者証の交付を受けた対象者(以
下「受給者」という。)又はその保護者は、山梨県内に住所

を有する保険医療機関等(第2条第3項第3号及び第4号に規

定する者を除く。以下この条及び次条において「県内保険

医療機関等」という。)において療養の給付等を受けようと

する場合(受給者が療養の給付等を受けようとする場合に

限る。)は、医療保険各法の規定による電子資格確認等によ

り被保険者又は被扶養者であることの確認を受けた上、受

給者証を提示するものとする。ただし、受給者又はその保

護者が受給者証に代えて個人番号カード(行政手続におけ

第7条 前条の規定により受給者証の交付を受けた対象者(以
下「受給者」という。)又はその保護者は、山梨県内に住所

を有する保険医療機関等(第2条第3項第3号及び第4号に規

定する者を除く。次条第3項において同じ                
                 。)において療養の給付等を受けようと

する場合(受給者が療養の給付等を受けようとする場合に

限る。)は、医療保険各法の規定による電子資格確認等によ

り被保険者又は被扶養者であることの確認を受けた上、受

給者証を提示するものとする。                         
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る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

(平成25年法律第27号)第2条第7項に規定する個人番号カー

ドをいう。)を用いることにより県内保険医療機関等が資格

情報を確認し、及び取得することができる場合は、この限

りでない。 

                                                    
                                                    
                                                    
                                                    
          

(助成金の支給方法) (助成金の支給方法) 
第8条 （略） 第8条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 市長は、県内保険医療機関等                  から助成

金の算定に必要な情報提供を受けたときは、当該情報の提

供を受けたことをもって、当該情報の提供に係る対象者に

対する助成金の支給に関し第1項の請求を受けたものとみ

なすことができる。 

3 市長は、山梨県内に住所を有する保険医療機関等から助成

金の算定に必要な情報提供を受けたときは、当該情報の提

供を受けたことをもって、当該情報の提供に係る対象者に

対する助成金の支給に関し第1項の請求を受けたものとみ

なすことができる。 
4 市長は、第1項の規定にかかわらず、受給者(18歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間にある者に限る。以下こ

の項及び次項において同じ。)が県内保険医療機関等      
            で療養の給付等を受けた場合(受給者証を提

示しないで療養の給付等を受けた場合その他の規則で定め

る場合を除く。)は、受給者又はその保護者に支給すべき助

成金の額の限度において、当該受給者又はその保護者が当

該県内保険医療機関等に支払うべき費用を、当該県内保険

医療機関等の請求に基づき、当該受給者又はその保護者に

4 市長は、第1項の規定にかかわらず、受給者(18歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間にある者に限る。以下こ

の項及び次項において同じ。)が山梨県内に住所を有する保

険医療機関等で療養の給付等を受けた場合(受給者証を提

示しないで療養の給付等を受けた場合その他の規則で定め

る場合を除く。)は、受給者又はその保護者に支給すべき助

成金の額の限度において、当該受給者又はその保護者が当

該保険医療機関等    に支払うべき費用を、当該保険医療

機関等    の請求に基づき、当該受給者又はその保護者に
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代わり、当該県内保険医療機関等に支払うものとする。 代わり、当該保険医療機関等    に支払うものとする。 
5 前項の規定により、市長が当該県内保険医療機関等に対し

支払をしたときは、当該受給者又はその保護者に対し、助

成金の支給があったものとみなす。 

5 前項の規定により、市長が当該保険医療機関等    に対し

支払をしたときは、当該受給者又はその保護者に対し、助

成金の支給があったものとみなす。 
6 （略） 6 （略） 

 

第３条 南アルプス市ひとり親家庭医療費助成に関する条例の一部改正 

改正案 現行 

(受給者証の提示) (受給者証の提示) 
第7条 前条の規定により受給者証の交付を受けたひとり親

等(以下「受給者」という。)は、対象者が保険給付を受け

ようとする山梨県内に住所を有する保険医療機関等(第2条
第7項第3号及び第4号に規定する者を除く。以下この条及

び次条において「県内保険医療機関等」という。)に対し、

医療保険各法の規定による電子資格確認等により被保険者

又は被扶養者であることの確認を受けた上、受給者証を提

示するものとする。ただし、受給者が受給者証に代えて個

人番号カード(行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律(平成25年法律第27号)第2
条第7項に規定する個人番号カードをいう。)を用いること

により県内保険医療機関等が資格情報を確認し、及び取得

第7条 前条の規定により受給者証の交付を受けたひとり親

等(以下「受給者」という。)は、対象者が保険給付を受け

ようとする山梨県内に住所を有する保険医療機関等(第2条
第7項第3号及び第4号に規定する者を除く。次条第1項及び

第2項において同じ                        。)に対し、

医療保険各法の規定による電子資格確認等により被保険者

又は被扶養者であることの確認を受けた上、受給者証を提

示するものとする。                                   
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することができる場合は、この限りでない。                                       
(助成金の支給方法) (助成金の支給方法) 

第8条 市長は、対象者が県内保険医療機関等              
    で保険給付を受けた場合は、受給者に支給すべき助成

金の限度額において、当該受給者が当該県内保険医療機関

等に支払うべき費用を、当該県内保険医療機関等の請求に

基づき、当該受給者に代わり、当該県内保険医療機関等に

支払うものとする。 

第8条 市長は、対象者が山梨県内に住所を有する保険医療機

関等で保険給付を受けた場合は、受給者に支給すべき助成

金の限度額において、当該受給者が当該保険医療機関等   
  に支払うべき費用を、当該保険医療機関等    の請求に

基づき、当該受給者に代わり、当該保険医療機関等    に
支払うものとする。 

2 前項の規定により、市長が当該県内保険医療機関等に対し

支払をしたときは、当該受給者に対し、助成金の支給があ

ったものとみなす。 

2 前項の規定により、市長が当該保険医療機関等    に対し

支払をしたときは、当該受給者に対し、助成金の支給があ

ったものとみなす。 
3・4 （略） 3・4 （略） 
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 議案第１３号 
   南アルプス市放課後児童クラブ条例の一部改正について 

 
 南アルプス市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市放課後児童クラブ条例（平成１６年南アルプス市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 
 
第３条の表中「 

若草南児童クラブ 南アルプス市藤田１５１２番地１ 
櫛形小笠原第一児童クラブ 南アルプス市小笠原７７６番地３ 
櫛形小笠原第二児童クラブ 
櫛形北児童クラブ 南アルプス市桃園１６７番地１ 
櫛形北第二児童クラブ 
」を「 
若草南第一児童クラブ 南アルプス市藤田１５１２番地 
若草南第二児童クラブ 
櫛形小笠原第一児童クラブ 南アルプス市小笠原７７６番地３ 
櫛形小笠原第二児童クラブ 
櫛形南風児童クラブ 南アルプス市山寺２５８番地１ 
櫛形北児童クラブ 南アルプス市桃園１６７番地１ 
櫛形北第二児童クラブ 
」に改める。 
第５条に次の１項を加える。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、櫛形南風児童クラブの休業日は、月曜日から

金曜日まで及び日曜日とする。 
第９条第１項中「いう。）は、」の次に「月曜日から金曜日までの利用にあっては

月曜日から金曜日までの」を加え、「の利用負担金を」を「を、土曜日の利用にあっ

ては土曜日の利用日数にかかわらず児童１人につき月額１，０００円を利用負担金

として」に改め、同項ただし書中「場合の」の次に「月曜日から金曜日までの」を
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加え、同条第２項中「８月」を「前項の規定にかかわらず、８月」に、「前項の利用

負担金に３，０００円を加算し」を「月額５，０００円を利用負担金として」に改

め、同項ただし書中「場合」の次に「の利用負担金」を加え、「２，５００円を加算

するもの」を「月額４，０００円」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
南アルプス市放課後児童クラブの土曜日実施等に伴い、設置位置、休業日等につ

いて見直すため、本条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(名称及び位置) (名称及び位置) 
第3条 児童クラブの名称及び位置は、次のとおりとする。 第3条 児童クラブの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 
八田第一児童クラブ 南アルプス市野牛島2221番地

1 八田第二児童クラブ 
白根源児童クラブ 南アルプス市有野438番地 
白根飯野児童クラブ 南アルプス市飯野1972番地1 
白根飯野第二児童クラブ 南アルプス市飯野2806番地1 
白根東第一児童クラブ 南アルプス市西野2392番地1 
白根東第二児童クラブ 
白根百田児童クラブ 南アルプス市百々2299番地1 
白根百田第二児童クラブ 
芦安児童クラブ 南アルプス市芦安安通327番

地 
若草第一児童クラブ 南アルプス市寺部740番地 
若草第二児童クラブ 
若草南第一児童クラブ 南アルプス市藤田1512番地  
若草南第二児童クラブ 
櫛形小笠原第一児童クラブ 南アルプス市小笠原776番地3 

名称 位置 
八田第一児童クラブ 南アルプス市野牛島2221番地

1 八田第二児童クラブ 
白根源児童クラブ 南アルプス市有野438番地 
白根飯野児童クラブ 南アルプス市飯野1972番地1 
白根飯野第二児童クラブ 南アルプス市飯野2806番地1 
白根東第一児童クラブ 南アルプス市西野2392番地1 
白根東第二児童クラブ 
白根百田児童クラブ 南アルプス市百々2299番地1 
白根百田第二児童クラブ 
芦安児童クラブ 南アルプス市芦安安通327番

地 
若草第一児童クラブ 南アルプス市寺部740番地 
若草第二児童クラブ 
若草南児童クラブ 南アルプス市藤田1512番地1 
櫛形小笠原第一児童クラブ 南アルプス市小笠原776番地3 
櫛形小笠原第二児童クラブ 
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櫛形小笠原第二児童クラブ 
櫛形南風児童クラブ 南アルプス市山寺258番地1 
櫛形北児童クラブ 南アルプス市桃園167番地1 
櫛形北第二児童クラブ 
櫛形西児童クラブ 南アルプス市上市之瀬725番

地7 
櫛形豊児童クラブ 南アルプス市吉田753番地1 
櫛形豊第二児童クラブ 
甲西落合児童クラブ 南アルプス市落合1077番地1 
甲西大明児童クラブ 南アルプス市清水24番地 
甲西南湖児童クラブ 南アルプス市西南湖3067番地

1 
 

櫛形北児童クラブ 南アルプス市桃園167番地1 
櫛形北第二児童クラブ 
櫛形西児童クラブ 南アルプス市上市之瀬725番

地7 
櫛形豊児童クラブ 南アルプス市吉田753番地1 
櫛形豊第二児童クラブ 
甲西落合児童クラブ 南アルプス市落合1077番地1 
甲西大明児童クラブ 南アルプス市清水24番地 
甲西南湖児童クラブ 南アルプス市西南湖3067番地

1 
 

(休業日) (休業日) 
第5条 （略） 第5条 （略） 
2 前項第1号の規定にかかわらず、櫛形南風児童クラブの休

業日は、月曜日から金曜日まで及び日曜日とする。 
 

(利用負担金) (利用負担金) 
第9条 児童クラブを利用する児童の保護者(以下「保護者」

という。)は、月曜日から金曜日までの利用にあっては月曜

日から金曜日までの利用日数にかかわらず児童1人につき

月額2,000円を、土曜日の利用にあっては土曜日の利用日数

にかかわらず児童1人につき月額1,000円を利用負担金とし

第9条 児童クラブを利用する児童の保護者(以下「保護者」

という。)は、                        
                  利用日数にかかわらず児童1人につき

月額2,000円の利用負担金を                           
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て納付しなければならない。ただし、保護者の属する世帯

で同時に2人以上の児童が利用する場合の月曜日から金曜

日までの利用負担金は、その児童1人につき月額1,500円と

する。 

  納付しなければならない。ただし、保護者の属する世帯

で同時に2人以上の児童が利用する場合の        

      利用負担金は、その児童1人につき月額1,500円と

する。 
2 前項の規定にかかわらず、8月の夏季休業日に限り児童ク

ラブを利用する保護者は、利用日数にかかわらず児童1人に

つき月額5,000円を利用負担金として    納付しなければ

ならない。ただし、保護者の属する世帯で同時に2人以上の

児童が利用する場合の利用負担金は、その児童1人につき月

額4,000円          とする。 

2 8月                       の夏季休業日に限り児童ク

ラブを利用する保護者は、利用日数にかかわらず児童1人に

つき前項の利用負担金に3,000円を加算し納付しなければ

ならない。ただし、保護者の属する世帯で同時に2人以上の

児童が利用する場合            は、その児童1人につき2,
500円を加算するものとする。 

3 （略） 3 （略） 
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 議案第１４号 
   南アルプス市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 
 

 南アルプス市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 
 
南アルプス市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令

和７年南アルプス市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 
 
第９条の見出し中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に、「条

件」を「要件」に改め、同条中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業

所」に改める。 
第１０条の見出し及び同条第１項並びに第１３条中「乳児等通園支援事業者」を

「乳児等通園支援事業所」に改める。 
第１６条第６号中「乳児、幼児の区分ごとの」を削り、同条第７号中「並びに乳

児等通園支援事業の」を「その他の」に改める。 
第１８条第１項中「乳児等通園支援事業者」を「乳児等通園支援事業所」に改め

る。 
第２０条第３項中「係る利用定員」の次に「（子ども・子育て支援法（平成２４

年法律第６５号）第２７条第１項又は第２９条第１項の確認において定める利用定

員をいう。）」を加える。 
第２２条の次に次の１条を加える。 
（設備及び職員の基準の特例） 

第２２条の２ 子ども・子育て支援法第３０条第１項第４号に規定する特例保育を

行う事業者が、当該特例保育を行う事業所において一般型乳児等通園支援事業を

行う場合には、前２条の規定は適用しない。 
第２６条後段を削る。 
第２７条中「その職員」を「その乳児等通園支援事業所の職員」に改める。 
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附 則 

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正する内閣府令（令

和７年内閣府令第９６号）の施行に伴い、規定内容を改める必要があるため本条例

を改正したいので、この案を提出するものである。 
 

-82-



○南アルプス市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(乳児等通園支援事業所の職員の一般的要件) (乳児等通園支援事業者の職員の一般的条件) 
第9条 乳児等通園支援事業所の職員は、健全な心身を有し、

豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある

者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際につ

いて訓練を受けたものでなければならない。 

第9条 乳児等通園支援事業者の職員は、健全な心身を有し、

豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある

者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際につ

いて訓練を受けたものでなければならない。 
(乳児等通園支援事業所の職員の知識及び技能の向上等) (乳児等通園支援事業者の職員の知識及び技能の向上等) 

第10条 乳児等通園支援事業所の職員は、常に自己研鑽
さん

に励

み、法に定める事業の目的を達成するために必要な知識及

び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

第10条 乳児等通園支援事業者の職員は、常に自己研鑽
さん

に励

み、法に定める事業の目的を達成するために必要な知識及

び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 
2 （略） 2 （略） 

(虐待等の禁止) (虐待等の禁止) 
第13条 乳児等通園支援事業所の職員は、利用乳幼児に対

し、法第33条の10第1項各号に掲げる行為その他当該利用

乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならな

い。 

第13条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対

し、法第33条の10第1項各号に掲げる行為その他当該利用

乳幼児の心身に有害な影響を与える行為をしてはならな

い。 
(乳児等通園支援事業所内部の規程) (乳児等通園支援事業所内部の規程) 

第16条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支

援事業の運営についての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 

第16条 乳児等通園支援事業者は、次に掲げる乳児等通園支

援事業の運営についての重要事項に関する規程を定めてお

かなければならない。 
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(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 
(6)                       利用定員 (6) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員 
(7) 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する

事項その他の         利用に当たっての留意

事項 

(7) 乳児等通園支援事業の利用の開始及び終了に関する

事項並びに乳児等通園支援事業の利用に当たっての留意

事項 
(8)～(11) （略） (8)～(11) （略） 
(秘密保持等) (秘密保持等) 

第18条 乳児等通園支援事業所の職員は、正当な理由がな

く、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を

漏らしてはならない。 

第18条 乳児等通園支援事業者の職員は、正当な理由がな

く、その業務上知り得た利用乳幼児又はその家族の秘密を

漏らしてはならない。 
2 （略） 2 （略） 

(乳児等通園支援事業の区分) (乳児等通園支援事業の区分) 
第20条 （略） 第20条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
3 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども

園(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律(平成18年法律第77号。第25条第2号にお

いて「認定こども園法」という。)第2条第6項に規定する認

定こども園をいい、保育所であるものを除く。以下同じ。)
又は家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。以下同

じ。)を行う事業所において、当該施設又は事業を利用する

児童の数(以下この項において「利用児童数」という。)が

3 余裕活用型乳児等通園支援事業とは、保育所、認定こども

園(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律(平成18年法律第77号。第25条第2号にお

いて「認定こども園法」という。)第2条第6項に規定する認

定こども園をいい、保育所であるものを除く。以下同じ。)
又は家庭的保育事業等(居宅訪問型保育事業を除く。以下同

じ。)を行う事業所において、当該施設又は事業を利用する

児童の数(以下この項において「利用児童数」という。)が
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その施設又は事業に係る利用定員(子ども・子育て支援法

(平成24年法律第65号)第27条第1項又は第29条第1項の確

認において定める利用定員をいう。)の総数に満たない場合

であって、当該利用定員の総数から当該利用児童数を除い

た数以下の数の乳幼児を対象として行う乳児等通園支援事

業をいう。 

その施設又は事業に係る利用定員                      
                                                    
                                の総数に満たない場合

であって、当該利用定員の総数から当該利用児童数を除い

た数以下の数の乳幼児を対象として行う乳児等通園支援事

業をいう。 
(設備及び職員の基準の特例) 

第22条の2 子ども・子育て支援法第30条第1項第4号に規定

する特例保育を行う事業者が、当該特例保育を行う事業所

において一般型乳児等通園支援事業を行う場合には、前2
条の規定は適用しない。 

 

(準用) (準用) 
第26条 第23条及び第24条の規定は、余裕活用型乳児等通園

支援事業について準用する。                           
                                                    
                                                    
                                                    
                      

第26条 第23条及び第24条の規定は、余裕活用型乳児等通園

支援事業について準用する。この場合において、第23条中

「一般型乳児等通園支援事業」とあるのは「余裕活用型乳

児等通園支援事業」とし、第24条中「一般型乳児等通園支

援事業を行う者」とあるのは「余裕活用型乳児等通園支援

事業を行う者」とする。 
(電磁的記録) (電磁的記録) 

第27条 乳児等通園支援事業者及びその乳児等通園支援事

業所の職員は、記録、作成その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、

第27条 乳児等通園支援事業者及びその職員             
          は、記録、作成その他これらに類するもののう

ち、この条例の規定において書面(書面、書類、文書、謄本、
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抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。)で行うことが規定

されている又は想定されるものについては、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。)により行うことができる。 

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有

体物をいう。以下この条において同じ。)で行うことが規定

されている又は想定されるものについては、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によっては認識することができない方式で作られ

る記録であって、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。)により行うことができる。 
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 議案第１５号 
   南アルプス市社会体育施設条例の一部改正について 

 
 南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市社会体育施設条例（平成１８年南アルプス市条例第９号）の一部を

次のように改正する。 
 
第３条ただし書を削る。 
第４条の表中「 

南アルプス市八田屋内運動場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）社会体育施設の施設及び設備の維

持管理に関すること。 
（３）社会体育施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）に関するこ

と。 
（４）前３号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 
南アルプス市甲西体育センター 
」を「 
南アルプス市八田屋内運動場 （１）社会体育施設の利用の許可に関す

ること。 
（２）社会体育施設の施設及び設備の維

持管理に関すること。 
（３）社会体育施設の利用に係る料金（以

下「利用料金」という。）に関するこ

と。 
（４）前３号に掲げるもののほか、教育

委員会が別に定める業務 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 
南アルプス市甲西市民総合グラウンド 
南アルプス市甲西体育センター 
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」に改める。 
第５条第３項を削る。 
第６条第３項を削る。 
第７条第１項中「指定管理施設にあっては指定管理者の、教育委員会管理施設に

あっては教育委員会（以下「指定管理者等」という。）」を「指定管理者」に改め、

同条第２項中「指定管理者等」を「指定管理者」に改める。 
第８条及び第９条中「指定管理者等」を「指定管理者」に改める。 
第１０条の見出し中「又は使用料」を削り、同条第１項中「指定管理施設にあっ

ては利用料金を、教育委員会管理施設にあっては使用料」を「利用料金」に改め、

同条第２項中「（次項を除く。）」を削り、同条第３項を削る。 
第１１条の見出し中「又は使用料」を削り、同条中「指定管理者等」を「指定管

理者」に改め、「又は使用料」を削る。 
第１２条の見出し及び同条中「又は使用料」を削り、同条ただし書中「指定管理

者等」を「指定管理者」に改める。 
 
 

附 則 
 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 
 
 
提案理由  
教育委員会が管理している南アルプス市甲西市民総合グラウンドについて、指定

管理者を指定し、指定管理施設として管理を開始するため、本条例を改正したいの

で、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市社会体育施設条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(社会体育施設の管理) (社会体育施設の管理) 
第3条 社会体育施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第6

7号)第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体で

あって、南アルプス市教育委員会(以下「教育委員会」とい

う。)が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わ

せるものとする。                                     
                                

第3条 社会体育施設の管理は、地方自治法(昭和22年法律第6
7号)第244条の2第3項の規定により、法人その他の団体で

あって、南アルプス市教育委員会(以下「教育委員会」とい

う。)が指定するもの(以下「指定管理者」という。)に行わ

せるものとする。ただし、南アルプス市甲西市民総合グラ

ウンドは、教育委員会が管理する。 
(指定管理者の業務) (指定管理者の業務) 

第4条 指定管理者は、次に定める区分により業務を行うもの

とする。 
第4条 指定管理者は、次に定める区分により業務を行うもの

とする。 
名称 業務区分 

南アルプス市八田屋内運動場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 社会体育施設の施設及び

設備の維持管理に関するこ

と。 
(3) 社会体育施設の利用に係

る料金(以下「利用料金」と

いう。)に関すること。 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 

名称 業務区分 
南アルプス市八田屋内運動場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 社会体育施設の施設及び

設備の維持管理に関するこ

と。 
(3) 社会体育施設の利用に係

る料金(以下「利用料金」と

いう。)に関すること。 

南アルプス市白根弓道場 
南アルプス市芦安プール 
南アルプス市若草体育館 
南アルプス市若草グラウンド 
南アルプス市若草卓球場 
南アルプス市鏡中條体育館 
南アルプス市櫛形総合体育館 
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南アルプス市甲西市民総合グ

ラウンド 
(4) 前3号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 南アルプス市甲西体育センタ

ー 
南アルプス市八田野球場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 利用料金に関すること。 
(3) 前2号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 

南アルプス市八田農業者トレ

ーニングセンター 
南アルプス市若草テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 

 

南アルプス市甲西体育センタ

ー 
(4) 前3号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 
南アルプス市八田野球場 (1) 社会体育施設の利用の許

可に関すること。 
(2) 利用料金に関すること。 
(3) 前2号に掲げるもののほ

か、教育委員会が別に定め

る業務 

南アルプス市八田農業者トレ

ーニングセンター 
南アルプス市若草テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形テニスコー

ト 
南アルプス市櫛形西体育館 
南アルプス市櫛形北体育館 

 

(休館(場)日) (休館(場)日) 
第5条 （略） 第5条 （略） 
2 （略） 2 （略） 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会が管理する社会体育施設(以下

「教育委員会管理施設」という。)の休場日に開場し、又は

休場日以外の日に休場することができる。 
(利用時間) (利用時間) 

第6条 （略） 第6条 （略） 

-90-



2 （略） 2 （略） 
 3 第1項の規定にかかわらず、教育委員会は、必要があると

認めるときは、教育委員会管理施設の利用時間を変更する

ことができる。 
(利用の許可) (利用の許可) 

第7条 社会体育施設を利用しようとする者は、あらかじめ指

定管理者                                            
                                                  の
許可を受けなければならない。 

第7条 社会体育施設を利用しようとする者は、あらかじめ指

定管理施設にあっては指定管理者の、教育委員会管理施設

にあっては教育委員会(以下「指定管理者等」という。)の
許可を受けなければならない。 

2 指定管理者  は、社会体育施設の管理上必要と認めるとき

は、前項の許可に条件を付することができる。 
2 指定管理者等は、社会体育施設の管理上必要と認めるとき

は、前項の許可に条件を付することができる。 
(利用の制限) (利用の制限) 

第8条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、社会体育施設の利用を拒むことができる。 
第8条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、社会体育施設の利用を拒むことができる。 
(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 
(利用許可の取消し等) (利用許可の取消し等) 

第9条 指定管理者  は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができ

る。 

第9条 指定管理者等は、次の各号のいずれかに該当するとき

は、許可を取り消し、又は利用の中止を命ずることができ

る。 
(1) 第7条第1項の許可を受けた者(以下「利用者」という。)
がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則若しく

は指定管理者  の指示した事項に違反したとき。 

(1) 第7条第1項の許可を受けた者(以下「利用者」という。)
がこの条例又はこの条例に基づく教育委員会規則若しく

は指定管理者等の指示した事項に違反したとき。 
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(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 
2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者  は、その責めを負わない。 
2 前項の措置によって利用者に損害が生じることがあって

も、指定管理者等は、その責めを負わない。 
(利用料金          の納付等) (利用料金又は使用料の納付等) 

第10条 利用者は、許可の際、利用料金                  
                                          を納付しな

ければならない。 

第10条 利用者は、許可の際、指定管理施設にあっては利用

料金を、教育委員会管理施設にあっては使用料を納付しな

ければならない。 
2 利用料金は、別表に掲げる額              の範囲内で、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとす

る。 

2 利用料金は、別表に掲げる額(次項を除く。)の範囲内で、

指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとす

る。 
 3 使用料は、別表の15に定めるとおりとする。 

(利用料金          の減免) (利用料金又は使用料の減免) 
第11条 指定管理者  は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金          を減額し、又は免除することができ

る。 

第11条 指定管理者等は、教育委員会規則で定める基準によ

り利用料金又は使用料を減額し、又は免除することができ

る。 
(利用料金          の不還付) (利用料金又は使用料の不還付) 

第12条 既納の利用料金          は、還付しない。ただし、

指定管理者  は、利用者の責めに帰することのできない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

第12条 既納の利用料金又は使用料は、還付しない。ただし、

指定管理者等は、利用者の責めに帰することのできない理

由により利用することができなくなったときは、その全部

又は一部を還付することができる。 
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 議案第１６号 
   南アルプス市火災予防条例の一部改正について 

 
 南アルプス市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   南アルプス市火災予防条例の一部を改正する条例 
 
南アルプス市火災予防条例（平成１５年南アルプス市条例第２２８号）の一部を

次のように改正する。 
 
第７条の２の見出しを「（一般サウナ設備）」に改め、同条第１項中「サウナ室に

設ける放熱設備（以下「サウナ設備」という。）」を「一般サウナ設備（簡易サウナ

設備以外のサウナ設備（サウナ室に設ける放熱設備をいう。）をいう。以下同じ。）」

に改め、同項第２号中「サウナ設備」を「一般サウナ設備」に改め、同条第２項中

「サウナ設備」を「一般サウナ設備」に改め、同条を第７条の３とする。 
第７条の次に次の１条を加える。 
（簡易サウナ設備） 

第７条の２ 簡易サウナ設備（屋外その他の直接外気に接する場所に設けるテント

型サウナ室（サウナ室のうちテントを活用したものをいう。）又はバレル型サウ

ナ室（サウナ室のうち円筒形であり、かつ、木製のものをいう。）に設ける放熱

設備であって、定格出力６キロワット以下のものであり、かつ、薪又は電気を熱

源とするものをいう。以下同じ。）の位置及び構造は、次に掲げる基準によらな

ければならない。 
（１）火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を除き、建築物等及び可燃

性の物品から火災予防上安全な距離として対象火気設備等及び対象火気器具

等の離隔距離に関する基準により得られる距離以上の距離を保つこと。 
（２）簡易サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ちにその熱源を遮断するこ

とができる手動及び自動の装置を設けること。ただし、薪を熱源とする簡易サ

ウナ設備にあっては、その周囲において火災が発生した際に速やかに使用でき

る位置に消火器を設置した場合は、この限りでない。 
２ 前項に規定するもののほか、簡易サウナ設備の位置、構造及び管理の基準につ

いては、第３条（第１項第１号、第１０号から第１４号まで及び第１７号から第

１８号の３まで、第２項第６号、第３項並びに第４項を除く。）及び第５条第１
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項の規定を準用する。 
第２９条の７第１項第１号中「住宅用防災機器」の次に「、感震ブレーカー」を

加える。 
第４４条第６号の次に次の１号を加える。 

（６）の２ 簡易サウナ設備（個人が設けるものを除く。） 
第４４条第７号中「サウナ設備」を「一般サウナ設備」に改める。 

 
 

附 則 
 この条例は、令和８年３月３１日から施行する。 
 
 
提案理由  
対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条

例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する省令（令和７年総務省令第１

０１号）等の施行に伴い、対象火気設備等に関する基準等を改める必要があるため、

本条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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○南アルプス市火災予防条例の一部を改正する条例新旧対照表 

改正案 現行 

(簡易サウナ設備) 
第7条の2 簡易サウナ設備(屋外その他の直接外気に接する

場所に設けるテント型サウナ室(サウナ室のうちテントを

活用したものをいう。)又はバレル型サウナ室(サウナ室の

うち円筒形であり、かつ、木製のものをいう。)に設ける放

熱設備であって、定格出力6キロワット以下のものであり、

かつ、薪又は電気を熱源とするものをいう。以下同じ。)
の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならな

い。 
(1) 火災予防上安全な距離を保つことを要しない場合を

除き、建築物等及び可燃性の物品から火災予防上安全な

距離として対象火気設備等及び対象火気器具等の離隔距

離に関する基準により得られる距離以上の距離を保つこ

と。 
(2) 簡易サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ち

にその熱源を遮断することができる手動及び自動の装置

を設けること。ただし、薪を熱源とする簡易サウナ設備

にあっては、その周囲において火災が発生した際に速や

かに使用できる位置に消火器を設置した場合は、この限

りでない。 
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2 前項に規定するもののほか、簡易サウナ設備の位置、構造

及び管理の基準については、第3条(第1項第1号、第10号か

ら第14号まで及び第17号から第18号の3まで、第2項第6号、

第3項並びに第4項を除く。)及び第5条第1項の規定を準用す

る。 
(一般サウナ設備) (サウナ設備) 

第7条の3 一般サウナ設備(簡易サウナ設備以外のサウナ設

備(サウナ室に設ける放熱設備をいう。)をいう。以下同じ。)
の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならな

い。 

第7条の2 サウナ室に設ける放熱設備(以下「サウナ設備」と

いう。)                                              
の位置及び構造は、次に掲げる基準によらなければならな

い。 
(1) （略） (1) （略） 
(2) 一般サウナ設備の温度が異常に上昇した場合に直ち

にその熱源を遮断することができる手動及び自動の装置

を設けること。 

(2) サウナ設備    の温度が異常に上昇した場合に直ち

にその熱源を遮断することができる手動及び自動の装置

を設けること。 
2 前項に規定するもののほか、一般サウナ設備の位置、構造

及び管理の基準については、第3条(第1項第1号及び第10号
から第12号までを除く。)の規定を準用する。 

2 前項に規定するもののほか、サウナ設備    の位置、構造

及び管理の基準については、第3条(第1項第1号及び第10号
から第12号までを除く。)の規定を準用する。 

(住宅における火災の予防の推進) (住宅における火災の予防の推進) 
第29条の7 市は、住宅における火災の予防を推進するため、

次に掲げる施策の実施に努めるものとする。 
第29条の7 市は、住宅における火災の予防を推進するため、

次に掲げる施策の実施に努めるものとする。 
(1) 住宅における出火防止、火災の早期発見、初期消火、

延焼防止、通報、避難等に資する住宅用防災機器、感震

(1) 住宅における出火防止、火災の早期発見、初期消火、

延焼防止、通報、避難等に資する住宅用防災機器       
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ブレーカーその他の物品、機械器具及び設備の普及の促

進 
         その他の物品、機械器具及び設備の普及の促進 

(2) （略） (2) （略） 
2 （略） 2 （略） 

(火を使用する設備等の設置の届出) (火を使用する設備等の設置の届出) 
第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生

のおそれのある設備のうち、次に掲げるものを設置しよう

とする者は、あらかじめ、その旨を消防長又は消防署長に

届け出なければならない。 

第44条 火を使用する設備又はその使用に際し、火災の発生

のおそれのある設備のうち、次に掲げるものを設置しよう

とする者は、あらかじめ、その旨を消防長又は消防署長に

届け出なければならない。 
(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 
(6)の2 簡易サウナ設備(個人が設けるものを除く。)  
(7) 一般サウナ設備(個人の住居に設けるものを除く。) (7) サウナ設備    (個人の住居に設けるものを除く。) 
(7)の2～(15) （略） (7)の2～(15) （略） 
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 議案第１７号 
   伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委員会条例の廃止について 
 
 伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委員会条例を廃止する条例を次のように定める。 
  令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
   伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委員会条例を廃止する条例 
 
 伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委員会条例（令和６年南アルプス市条例第３４号）

は、廃止する。 
 
 

附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この条例の施行前にこの条例による廃止前の伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委

員会条例（以下この項において「廃止前の条例」という。）の規定により委嘱さ

れた委員であった者に係る廃止前の条例第８条に規定する守秘義務については、

なお従前の例による。 
 
 
提案理由  
伊奈ケ湖周辺活用整備事業審査委員会による報告が終了し、審査委員会の設置目

的を果たしたため、本条例を廃止したいので、この案を提出するものである。 
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 議案第４１号  
   南アルプス市過疎地域持続的発展計画の策定について  
 

南アルプス市過疎地域持続的発展計画を定めるため、議会の議決を求め

る。  
  令和８年２月２０日提出  

南アルプス市長 金 丸 一 元  
 
提案理由  
 南アルプス市過疎地域持続的発展計画の計画期間終了に伴い、「芦安地

域で安心して暮らし続けられる持続可能な地域社会の形成を図る」ために、

今後５年間の南アルプス市過疎地域持続的発展計画を定めるものであり、

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第８条第１項の規定に

より、あらかじめ議会の議決を経る必要があるので、この案を提出するも

のである。  
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議案第４２号 
財産の取得（消防ポンプ自動車）について 

 
消防ポンプ自動車の購入として、次のとおり財産を取得するものとする。 
令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
１ 品  名  消防ポンプ自動車 
２ 購入方法  一般競争入札  
３ 購入金額  金７３，５５８，８５０円 

         （うち消費税 ６，６７８，８５０円） 
４ 購 入 先  住 所 山梨県甲府市善光寺三丁目８番２９号 

   名 称 三和防災 株式会社 
         代表者 代表取締役 白澤 実 
５ 納入期限  令和９年３月５日まで 

 
 
提案理由 
 この財産の取得については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分の範囲を定める

条例（平成１５年南アルプス市条例第５５号）第３条の規定により、議会の議決を

必要とするので、この案を提出するものである。 
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議案第４３号 
   損害賠償請求事件に関する和解について 
 
次のとおり和解をすることについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を求める。 
令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
１ 和解の相手方 
   神奈川県川崎市高津区末長三丁目３番１７号 
   株式会社ゼネラル 
   代表取締役社長 増田 幸司 
 
２ 事件の概要 
   平成２５年度に本市が実施した「南アルプス市消防救急デジタル無線シ

ステム整備工事」の入札時期を含む期間に、相手方を含む消防救急デジタル

無線の製造販売業者らが、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法

律（昭和２２年法律第５４号）に違反する行為を行ったとして公正取引委員

会が行政処分を行った。この不法行為による当市の損害を回復するために

損害賠償請求に係る協議を行ったところ和解の提案があったものである。 
 
３ 和解の内容 
（１）株式会社ゼネラルは、南アルプス市に対し、本件の損害賠償として、金 

１９，１５７，２７１円を支払義務があることを認める。 
（２）株式会社ゼネラルは、南アルプス市に対し、令和８年４月３０日までに、 

（１）の金員の金額を南アルプス市指定の口座に振り込む方法により支払 
うものとする。 

（３）南アルプス市及び株式会社ゼネラルは、本件に関し、この和解条項に定め 
るもののほかに何らの債権債務も存在しないことを相互に確認する。 

 
４ 和解の理由 
   相手方は、本件に関して当市に生じた一切の損害に対する和解金として

金１９，１５７，２７１円の支払義務を負うことを認めたため、和解に応じ

るものである。 
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提案理由 
 地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により損害賠償請求の和解をする 
ことについて、議会の議決を求めるものである。 
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議案第４４号 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を次のとおり認定したいので、議会の議決を求める。 

令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   
 
認定路線                          （単位：ｍ） 

整
理
番
号 

路線名 

起 点 

延長 

最小幅員 

摘要 

終 点 最大幅員 

1 若草 840 号線 
加賀美字牛取 3118 番 14 地先 

122.46 
6.02 若草 

地区 加賀美字牛取 3118 番 16 地先 10.31 

2 若草 841 号線 
加賀美字牛取 3118 番 3地先 

24.14 
6.04 若草 

地区 加賀美字牛取 3118 番 1地先 9.82 

3 桃園 107 号線 
桃園字東原 1465 番 4 地先 

79.36 
6.17 櫛形 

地区 桃園字東原 1462 番 10 地先 8.45 

4 下宮地 28号線 
下宮地字滝沢通 629 番 11 地先 

36.47 
6.03 甲西 

地区 下宮地字滝沢通 629 番 20 地先 10.45 

 

提案理由 

開発行為の寄附に伴い新たに４路線を認定したいので、道路法第８条第２項

の規定に基づき、この案を提出するものである。 
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議案第４５号 

市道路線の変更について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第２項の規定により、市道路線を

次のとおり変更したいので、議会の議決を求める。 

令和８年２月２０日提出 

南アルプス市長 金 丸 一 元   

 

変更路線                          （単位：ｍ） 

整
理
番
号 

路線名 

新

旧

別 

起 点 

延長 

最小幅員 

摘要 

終 点 最大幅員 

1 下梅津沢橋線 

旧 
芦安芦倉字梅ズ口344番2地先 

10.00 
4.00 

芦安 

地区 

芦安芦倉字梅ズ口305番2地先 4.00 

新 
芦安芦倉字家前 356 番 3地先 

74.47 
4.00 

芦安芦倉字梅ズ口305番2地先 21.00 

 

提案理由 

主要地方道甲斐早川線からの移管に伴い１路線を変更したいので、道路法第１

０条第３項の規定に基づき、この案を提出するものである。 
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同意案第１号 
   公平委員会委員の選任について 
 
 次の者を公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。 
  令和８年２月２０日提出 
      南アルプス市長 金 丸 一 元 
 
 
 住  所  南アルプス市鏡中條５５５番地 

 
  氏  名  内田 和博 （うちだ かずひろ） 
 

生年月日  昭和２７年５月１８日生 
 
 
提案理由 
 令和８年５月３１日に公平委員会委員の任期満了に伴い新たに選任したいの

で、この案を提出するものである。 
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略 歴 書 
 
 
住  所 南アルプス市鏡中條５５５番地 
 
氏  名   内田 和博 （うちだ かずひろ） 
 
生年月日   昭和２７年５月１８日生 
 
職  業 農業 
 
公職歴等  
 昭和５１年１２月 若草町役場採用 
平成２１年４月～平成２３年３月 建設部道路整備課長 
平成２３年４月～平成２４年３月 建設部次長 
平成２４年４月～平成２５年３月 若草窓口サービスセンター長 
令和６年５月～ 南アルプス市交通安全対策推進協議会副会長 

-106-


